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序      文 

 

 ベトナム国ハノイ工科大学 ITSS 教育能力強化プロジェクト（フェーズ 2）（以下、「本プロジェクト」と

記す）は、2009 年 1 月 7 日に署名・交換された討議議事録（R/D）及び協議議事録（ミニッツ）に基づ

き、ベトナム国における ITSS（IT Skill Standard）教育能力強化を目的として、「IT 高等教育人材育

成促進」を目標に掲げ、実施してきました。本プロジェクトは、2006 年 9 月～2008 年 9 月に実施した

フェーズ１に続いて実施されたもので、円借款による機材供与・留学生受け入れ・日本語教育と、

技：術協力によるカリキュラム支援等の人材育成・運営支援、これらを包括的に行っている支援の一

環として実施されているものです。 

 この度、プロジェクト期間の終了を 2012 年 3 月に控え、国際協力機構は 2011 年 9 月 4 日から同

月 17 日までの間、新関良夫国際協力専門員を団長とする終了時評価を実施し、これまでの活動実

績の確認や目標達成等について総合的な評価を行いました。これらの評価結果は、調査団とベトナ

ム国側関係者による協議を経て評価レポートとしてまとめられ、協議議事録(M/M)の署名・交換を行

いました。本報告書は、同調査団による協議及び評価調査結果等を取りまとめたものであり、関連す

る国際協力の推進に活用されることを願うものです。 

 最後に本調査の実施に当たり、ご協力とご支援を頂いた両国関係各位に対し、心から感謝の意を

表します。 

 

 

平成 24 年 4 月 

 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部長 小西 淳文 
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ETSS Embedded Technology Skill Standard 組み込みスキル標準 

FE Fundamental Information Technology Engineer 

Examination 

基本情報技術者試験 
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GOV Government of Vietnam ベトナム政府 

HEDSPI Higher Education Development Support Project on ICT 本技術協力プロジェクトと円借款

プロジェクトの総称 

HUST Hanoi University of Science and Technology ハノイ工科大学 

ICT Information and Communication of Technology 情報通信技術 

IPA Information Technology Promotion Agency Japan 情報処理推進機構 

IS IT Specialist IT・スペシャリスト 

IT Information Techonology 情報技術 

ITSS IT Skill Standard IT スキル標準 
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JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 
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JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 
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M/M Munutes of Meeting 協議議事録 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PIU Project Implementation Unit HUST 側プロジェクト実施主体 

PMU Project Management Unit プロジェクト管理組織 

R/D Record of Discussions 実施協議議事録 

SoICT School of ICT 情報通信技術学校 

SW Software Design & Development Engineer 

Examination 

ソフトウェア開発技術者試験 

VINASA Vietnam Software Association ベトナムソフトウェア協会 

VITEC Vietnam Information Technology Examination and 
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VJCC Vietnam- Japan Human Resources Cooperation Center  ベトナム日本人材協力センター 
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評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：ベトナム社会主義共和国 案件名：ハノイ工科大学 ITSS 教育能力強化プロジェクトフ

ェーズ 2 

分野：情報通信技術‐情報通信技術 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済基盤開発部 

運輸交通・情報通信第二課 

協力金額（評価時点）：4.54 億円 

 

 

協力期間

(R/D): 2009 年 3 月～2012 年 3

月(37 ヶ月) 

先方関係機関：教育訓練省ハノイ工科大学 

(延長): 日本側協力機関：学校法人 立命館 慶応義塾 

(F/U) : 他の関連協力： 

(E/N)  

１-１ 協力の背景と概要 

ベトナムの中心的な研究・教育機関のひとつであるハノイ工科大学（以下 HUST）が、IT 及び IT 関連

分野において産業界のニーズに合った人材を輩出できるようになり、結果としてベトナムの IT 産業の発

展に寄与することを目的とする。具体的には HUST の学生 が、実務的な技能を有し、また十分な日本

語能力を持つよう育成されることで、現在ベトナムへの進出の多い日系 IT 企業とベトナム IT 技術者を

繋ぐブリッジエンジニアとなることを目標とする。 

日本側の協力体制としては、円借款により機材供与・留学生の受け入れ・日本語教育を、本件技プ

ロが育成機関の立ち上げ・運営、教員を含む体制整備を行うこととなった（これらの支援を総称して

HEDSPI プログラムと呼んでいる）。 

フェーズ 1（2006 年 9 月～2008 年 9 月）では HEDSPI プログラムの実施に必要な体制整備、カリ

キュラム策定(年間 2 セメスター×5 学年分の計 10 セメスターのうち 6 セメスター分)、テキストの開発、

教員への技術移転等を実施してきた。フェーズ 2（2009 年 3 月～2012 年 3 月）では、カリキュラム

作成（4 セメスター分）、テキスト等の開発、社会人向けインテンシブコースのカリキュラム作成、テキスト

等の開発及び実施を通じて、卒業生が IT 関連企業で活躍できる人材となるよう支援するとともに、

HUST の関連管理部門の強化を通じて教育機関としてのキャパシティ・ビルディングを図った。 

 

１-２協力内容 

 HUST 内に実践的な IT 及び日本語 の講義を取り入れたプログラムを立ち上げ、必要な実施体制

の整備、カリキュラム、テキスト等の開発、教員への技術移転を実施し、また市場ニーズの情報収集、

産業界との連携体制の構築等を行う。 

 

（１）上位目標 

「IT および IT 関連分野に対し、IT Skill Standard （略称 ITSS、我が国経済産業省が策定）レベル３相
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当の人材が十分に供給されるようになる。」 

（２）プロジェクト目標 

 ① HEDSPI プログラムが適切に運営管理される。 

 ② IT の基礎知識および日本語能力を備えた IT 技術者が輩出される。 

（３）成果 

 １） HEDSPI の組織体制および運営管理システムが確立され、強化される。 

 ２） 産学連携システムが確立される。 

 ３） 学部において必要なシラバス、教材等が作成され、定期的に改定される。 

 ４） 社会人向けインテンシブコースに必要なシラバス、教材等が作成され、定期的に改定される。 

 ５） HEDSPI プログラムを通じて IT 業界向けに必要な IT 基礎知識および日本語能力を持った学生が

教育される。 

（４）投入（評価時点） 

日本側：総投入額 4.54 億円 

長期専門家派遣      2 名   機材供与           １,９５５ 千円 

短期専門家派遣    延べ 27 名  ローカルコスト負担     9,894 千円 

研修員受入        18 名    その他            0 円 

相手国側： 

カウンターパート配置   47 名   機材購入       23,763 百万ドン 

土地・施設提供  専門家執務室・会議室  ローカルコスト負担   0 ドン 

その他 

２. 評価調査団の概要 

 調査者 （担当分野：氏名  職位） 

団長総括：新関良夫 JICA 国際協力専門員 

協力企画：狩野 剛 JICA 経済基盤開発部 運輸交通・情報通信第二課 調査役 

評価分析：大前正也 株式会社サクセス・プロジェクト・マネジメント・オフィス  

調査期間  2011 年 9 月 4 日 2011 年 9 月 17 日 評価種類：終了時評価 

３.評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

5 つの成果（Output）については、ほぼ達成されており、この成果が生かされる形で HEDSPI 将来計画・

改訂、学生の満足度や IT 企業への就職率などの指標が達成見込みであり、プロジェクト目標「① 

HEDSPI プログラムが適切に運営管理される及び② IT の基礎知識および日本語能力を備えた IT 技

術者が輩出される」が達成されると考えられる。 

成果（Output） 

1. HEDSPI の組織体制および運営管理システムが確立され、強化される。 

将来計画の策定や、安定的な教員配置など、成果１はほぼ達成される。 

2. 産学連携システムが確立される。 
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企業コンソーシアムを設立し、就職の支援からインターンの実施などを行っているため、成果２はプ

ロジェクト終了までに概ね達成される見込みであるが、効果的な企業との連携システムを維持する

ために、更なる努力が継続的に行われなければならない。 

3. 学部において必要なシラバス、教材等が作成され、定期的に改訂される。 

専門家チームの支援によりシラバス・教材は作成されており、カリキュラム調整委員会の運営など

も定期的に開催されるなど成果３はプロジェクト終了までに概ね達成される見込みであるが、卒業

研究に必要な施設・機材に関しては引き続き検討が必要。 

4. 社会人向けインテンシブコースに必要なシラバス、教材等が作成され、定期的に改訂される。 

インテンシブコースのための要員も雇用されており、定期的な開催向けて定期的に検討されてお

り、成果４はプロジェクト終了までに概ね達成される見込みであるが、日本向けマナーなどを学ぶ

Human Skill Course などのプロジェクト終了後の運営については課題が残る。 

5. HEDSPI プログラムを通じて IT 業界向けに必要な IT 基礎知識および日本語能力を持った学生が教

育される。 

情報処理技術者試験や日本語検定についても、ベトナム平均より高い合格率が出ており、成果５

についてはプロジェクト終了までに概ね達成される見込みである。 

 

３-２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本件プロジェクトは以下のようにベトナムの政策、日本の援助方針に合致しており、妥当性は極めて高い

と評価できる。 

 

1) ベトナムの政策 

2010 年 9 月 22 日付通信情報省大臣の「ベトナムを IT 強国とする提案（1755/QD- TTｇ）」が承認さ

れ、政府決定された。その全体目標は「国際基準に則った情報技術人材を育成し、ソフトウェア産業と

デジタル・コンテンツと先端経済を実現するサービス業をはじめ IT 産業を構築し、輸出と GDP 成長促進

に貢献する」であり、IT 産業発展と IT 技術人材育成を提唱している。 

 

2) 日本の援助方針 

・外務省対ベトナム国国別援助計画 

重点分野として経済成長促進・国際競争力強化を唱えており、中でもビジネス環境整備・民間セクター

開発に向けたベトナム側の積極的な取組みに対して、産業人材育成の観点から支援することとしてい

る。また我が国の多様な主体との連携推進として、協力案件の形成・実施にあたっては、我が国大学等

との積極的な意見交換を通じ、これら機関の経験や技術を ODA 事業の実施において積極的に取り組

むとともに、これら機関独自の活動と ODA 事業がベトナムの開発に補完的に貢献するよう配慮すると明

記されている。 

・外交政策 

日本政府は 2000 年 10 月に日中韓・ASEAN 経済大臣会合において提唱した「アジア IT スキル標準共
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通化イニシアチブ」に基づき「アジア IT イニシアチブ」を国際戦略として位置づけている。 

 

3） ターゲットグループの必要性への妥当性 

HEDSPI プログラムでは以下の目標が設定されている。 

①ベトナムの IT 分野の教育･研究活動に先導的役割を果たす HUST においてモデル教育プログラム

を実施し、ベトナムにおける IT 分野での教育水準を向上させることにより、IT 分野の教育機関および

産業のために優秀な人材の育成を図ること。 

②日本とベトナムの間を橋渡しすることができる日本語能力に優れITSSレベル3に対応するスキルを

持った人材を IT および IT 関連産業界に供給すること。 

ベトナムにおけるＩＴ分野に求められている当該2 目標が達成されることが、海外にオフショア開発を推進

している日系 IT 企業のニーズに合致していることは明確である。」 

 

4) 日本の経験と技術の妥当性 

日本は独立行政法人情報処理推進機構（Information-technology Promotion Agency, Japan：IPA）の

協力の下、アジア共通統一試験（IT Professionals Examination）を、フィリピン、タイ、ベトナム、ミャンマ

ー、マレーシア、モンゴルで実施しており、アジアで唯一の共通試験となっている。資格制度に則ったカリ

キュラムを入れることで、日本向けのみならずアジアの中でも通用する人材育成につながる。 

 

（２）有効性 

ベトナム側カウンターパートは IT 教育を行えるようになっているものの、優秀な日本語教員を育成する必

要性があることから、有効性は中程度（＋）と評価できる。 

 

1) プロジェクト目標の達成度 

HEDSPI 組織体制や産学連携システム構築などにより IT 及び日本語能力を持つ学生が輩出されてお

り、プロジェクト目標である「HEDSPI プログラムの適切な運営管理」、「IT・日本語能力を持つ技術者の輩

出」は概ね達成されている。プロジェクト終了後も、二期生以降の卒業生の雇用水準を維持することが

重要である。学生が、より良い条件の就職先との接する機会を確保するために、例えば既存の企業コン

ソーシアムのように、就職決定前の学生と雇用先の企業との間をとりもつ場を維持する必要がある。また

円借款で予定されている卒業研究向けの研究室が整備されれば、更に高い技術移転の達成が期待さ

れる。 

 

2) プロジェクト目標達成促進要因 

第一に、ベトナム政府は経済成長の牽引役としての IT 関連産業の強化に高い優先順位を設定してお

り、政府のプロジェクト実施に対する支援と認識は高い。 

第二に、多くの日系企業が日本語能力の高い優秀な IT 技術者を雇用することを望んでいる。 

 

（３）効率性 
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本件プロジェクトの効率性は中程度（＋）と評価できる。効率性は以下 1)～3)の理由により評価された。

一方、本件と連携した円借款プロジェクトによる施設・機材の調達の遅れにより計画がスムーズに行かな

かった部分があり、機材調達が円滑に実施されていれば、更に高い効率性が確保できたと考えられる。

 

1) カウンターパート配置 

プロジェクト協力期間を通じて、質の高いカウンターパートが十分な人員数配置された。 

 

2) 専門家派遣とカウンターパート研修 

適切なマネジメント、調整、計画によりインプットは柔軟に調整されるなど、日本側・ベトナム側の状況に

合わせて適切に行われた。 

 

3) 実施管理 

本件プロジェクトは、プロジェクト実施ユニット（PIU）およびプロジェクト管理ユニット（PMU）の管理下で定期

的なモニタリングがなされたことにより、効率的に実施された。 

 

（４）インパクト 

上位目標である「IT 及び IT 関連分野に対し、ITSS レベル３相当の人材が十分に供給されるようにな

る。」に向けて下記1)～4)のようにHUST内についてはもとより、5)のようにHUSTに留まらず広がりも見せ

ており、達成に向けて推移している。このように、下記 1)～5)のような HEDSPI プログラムに対する高い期

待度により、インパクトレベルは大きいと評価できる。 

 

1) 大半の一期生卒業生は従来より高い給与で雇用されていることや、企業コンソーシアム参加企業が

数は増加しており、登録企業からの求人の増加が期待できる。 

 

2) 日本語スピーチコンテストにおいて、2008 年 8 月、2009 年 11 月に一期生が優勝、2010 年に二

期生が 3 位を獲得した。学生の中にはこのように日本語に関して学外活動を活発化しようとする傾向が

あり、HUST 内外の日本語学習者にも良い影響が出てきている。 

 

3) 一期生の留学組が立命館大学、慶應義塾大学の両大学で日本人学生も含めた主席卒業をしたこ

とが HUST の知名度を上げることとなり、ベトナム外からも優秀な人材輩出校として注目を集めることとな

った。（ただし、現状は留学者は国費留学のため、一定期間は日本企業には就職できない。） 

 

4) 当初想定していた就職先は在ベトナム企業（日系・ベトナム系）であったが、ベトナムに支店を持たな

い日本企業も HUST の卒業生に対して期待するようになった（一期生では、日本での採用となった例も

ある）。 

 

5) 本件プロジェクトで開発したカリキュラムが英語に翻訳され、他専攻の教育プログラムに活用されてい



－12－ 

る。 

 

（５）持続性 

研究活動のための研究室の設置および高い水準の日本語教育訓練維持のための必要な方策が必要

とされており、持続性は中程度（＋）と評価できる。 

 

1) 制度面、管理面の自立発展性 

ベトナム側カウンターパートは IT 教育に係る適切な知識を得ている。ベトナム側は IT 教育に係る制度、

管理を継続的に向上させることが期待される。 

 

2) 財政面の持続性 

IT 教育・訓練の管理・運営に係る予算措置、特に機材の更新および日本人の日本語教師確保には未

だ不確実性がある。 

 

3) 技術面の持続性 

プロジェクト現場活動および本邦研修によりベトナム側カウンターパートに移転された、学術知識・技術に

より、技術面の持続性は概ね確保されていると考えられる。しかしながら、研究活動のための研究室設

備機材の調達については、日本人専門家による助言を必要としている。 

 

３-３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

1) ベトナム側カウンターパートの IT 教育能力強化へのアプローチ 

HUST が HEDSPI プログラムを JICA 専門家の支援を受けながら促進するように PDM は設計されている。

このベトナム側カウンターパートの能力強化のために、JICA 専門家はベトナム側の関係者とのプロジェクト

実施ユニット（PIU）およびプロジェクト管理ユニット（PMU）という定例会議を開催した。JICA 専門家とベト

ナム側カウンターパートはモニタリング・テーブルを作成し、プロジェクト活動の達成状況を監督した。これ

によりプロジェクトの現状や課題などについて関係者間で十分な共有がなされ、プロジェクトマネジメントに

寄与した。  

 

2) 関連業界との協力システムの構築プロセス 

本件プロジェクトは IT 関連日系企業および日本との業務関係（オフショア開発）のあるベトナム企業と協

議しながら実施された。これにより市場ニーズがカリキュラムに反映され、市場が求める技術を持つ人材

の輩出が可能となった。  

 

（２）実施プロセスに関すること 

プロジェクト開始当初より、毎年、独立行政法人 情報処理推進機構（IPA）の支援によるセミナーにて

ITSS について説明してきた。更に、IT スペシャリストコースおよびアプリケーションスペシャリストコースの
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学生に対しても個別に説明した。これにより ITSS への理解が深まることに加え、日本が必要としている人

材像についてベトナム人学生の理解が促進された。  

 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

特に見られなかった。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

特に見られなかった。 

 

３-５ 結論 

一連の評価結果により、本件プロジェクト評価は概ね高い。特に妥当性、インパクトについては、日系

IT 企業の進出増加などに伴い、プロジェクト開始時に想定していたものより高い結果が出ている。持続性

の観点からの延長も検討されたが、先方が要望している大学院支援への結論なしに延長するのは望ま

しくないと判断した。 

 

３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

(1)持続性に関して、HUST はプロジェクト協力期間終了までに就職活動手段および市場のニーズ情報

源として、企業コンソーシアムを活用するための必要な活動を行わなければならない。 

 

(2) 日本人専門家チームが就職支援事務を主導してきたが、現地の状況に適した方策での就職支援

をベトナム側は日本人専門家チームから引き継がなければならない。 

 

３-７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参

考となる事柄） 

本件プロジェクトは IT 技術と日本語という二つの分野を選択し、これら２つの分野での能力を有する人材

の育成をプロジェクト目標として掲げている。この IT と日本語双方の能力を持つ人材は非常に少なく、卒

業生は非常に高い評価を受けている。このような複数の専門分野の効果的な組み合わせによって、輩

出される人材の市場価値を高めることにつながり、ひいてはプロジェクトの価値を上げることが期待でき

る。 
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第 1章 終了時評価調査の概要 

 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

 

ベトナム国(以下、ベトナム)では、教育開発戦略計画(EDSP、2001-2010 年)において、特に高

等教育機関における科学技術の進歩への対応、実社会の要請に応える研究開発の実施、質の

高い人材の育成等を目標として掲げている。また、EDSP では、重点分野の 1 つとして｢IT 分野の

教育強化｣が挙げられているが、高等教育機関での教育は、理論･知識習得への偏重や、旧式の

機材を用いての演習･実習を実施しており、その結果、卒業生の多くが実社会の要請に応える知

識･能力を習得していないという問題がある。 

このような背景の下、我が国へ IT 分野の教育能力強化への協力要請が出され、IT 関連分野

における産業界のニーズに合った人材を輩出することを目的に、ハノイ工科大学(HUST)をカウン

ターパート(C/P)機関として、JICA は技術協力プロジェクト｢ハノイ工科大学 ITSS(IT Skill Standard)

教育能力強化プロジェクトフェーズ 2｣(以下｢本プロジェクト｣)を 2009 年 3 月から 2012 年 3 月まで

実施している。 

本プロジェクトのフェーズ 1 にあたる｢ハノイ工科大学 ITSS 教育能力強化プロジェクト｣(2006 年

10 月～2008 年 9 月)では、学部教育の実施に必要な、①体制整備、②カリキュラム策定(年間 2

セメスター×5 学年分の計 10 セメスターのうち 6 セメスターまで実施)、③テキストの開発、④教員へ

の技術移転等を実施した。また、円借款(2005 年度承諾高等教育支援事業(IT セクター))による機

材供与･留学生の受け入れ･日本語教育等も行われている。なお、本プロジェクトを含むこれらの

技術協力、円借款の総称として HEDSPI プログラム (Higher Education Development Support 

Program on ICT)と呼んでいる。 

本プロジェクトでは、残る 4 セメスター分及び社会人向けインテンシブコースのカリキュラム･テキ

スト等の開発、産学連携の支援や HUST 側管理部門の強化を通じて、教育機関としてのキャパシ

ティ・ビルディングを図るため、業務実施契約(学校法人立命館、学校法人慶應義塾共同企業体)

により専門家を派遣している。 

今回実施する終了時評価調査は、2012 年 3 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の

実績、成果を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業

の実施にあたっての教訓を導くことを目的とする。 

 

1-2 現地調査日程  

 

現地調査期間は、2011 年 9 月 4 日より 9 月 17 日で、調査日程は以下に示す通りである。 

  団長／総括 協力企画 評価分析 

  新関 良夫 狩野 剛 大前 正也 

  JICA JICA ㈱ｻｸｾｽ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｵﾌｨｽ 
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  調査内容 

9 月 4 日 日

  

10:30 成田発（VN955） 

13:55 ハノイ着 

9 月 5 日 月

08:00 HUST 副学長表敬 

09:00 JICA 事務所表敬・打合せ 

10:30 専門家との協議 

9 月 6 日 火
10:00 PIU メンバー打合せ・協議 

16:30 MOET 打合せ 

9 月 7 日 水

10:00 PIU メンバー協議 

14:00 HEDSPI 学生インタビュー 

15:00 HEDSPI 日本語教員ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

9 月 8 日 木

08:00 VITEC インタビュー 

14:00 東芝ソフトウェア開発ベトナム社  

インタビュー 

14:00 VJCC インタビュー 

9 月 9 日 金

09:00 日本商工会インタビュー 

11:00 KDDI インタビュー 

14:00 USOL ベトナム社ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

16:00 LUVINA ソフトウェアｲﾝﾀﾋﾞｭｰ 

9 月 10 日 土 資料整理 

9 月 11 日 日

10:30 成田 

13:55 ハノイ（VN955） 

団内会議 

資料整理、団内会議 

9 月 12 日 月

09:30 HUST 副学長表敬 

10:45 日本人専門家との打合せ 

14:00 JETRO インタビュー 

15:30 日本人専門家との協議 

9 月 13 日 火
08:30 ミニッツ協議 

15:30 NEC ソフト・ソリューションズインタビュー 

9 月 14 日 水
08:00 MOET 副大臣表敬 

14:00 ミニッツ協議 

9 月 15 日 木

10:00 FPT ソフトウェアインタビュー 

13:30 立命館大 大久保教授 慶応大 萩野教授インタビュー 

15:15 MM 署名 

9 月 16 日 金
09:30 在ハノイ日本国大使館報告 

11:15 VJCC インタビュー 
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16:00 JICA 事務所報告 

9 月 17 日 土
00:05 ハノイ発（VN954） 

07:05 成田着 

 

 

1-3 終了時評価調査団の構成 

 

氏名 担当分野 所属 現地調査期間 

新関 良夫 団長・総括 国際協力機構 国際協力専門員 9 月 11 日～17 日 

狩野 剛 協力企画 

国際協力機構 経済基盤開発部 

運輸交通・情報通信第二課 調査

役 

9 月 11 日～17 日 

大前正也 評価分析 
株式会社サクセス・プロジェクト・マネ

ジメント・オフィス 
9 月 4 日～17 日 

 

1-4 プロジェクトの概要 

（１）プロジェクト期間 

2009 年 3 月から 2012 年 3 月までの 37 ヶ月間 

（２）相手国実施機関 

Ministry of Education and Training (MOET), Hanoi University of Science and Technoloty 

(HUST) （教育訓練省、ハノイ工科大学） 

（３）上位目標 

IT および IT 関連分野に対し、IT Skill Standard （略称 ITSS、我が国経済産業省が策定）

レベル３相当の人材が十分に供給されるようになる。 

（４）プロジェクト目標 

1) HEDSPI プログラムが適切に運営管理される。 

2) IT の基礎知識および日本語能力を備えた IT 技術者が輩出される。 

（５）成果 

1） HEDSPI プログラムの組織体制および運営管理システムが確立され、強化される。 

2） 産学連携システムが確立される。 

3） 学部において必要なシラバス、教材等が作成され、定期的に改訂される。 

4)  社会人向けインテンシブコースに必要なシラバス、教材等が作成され、定期的に改訂さ

れる。 

5) HEDSPI プログラムを通じて IT 業界向けに必要な IT 基礎知識および日本語能力を持っ

た学生が教育される。 
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第 2章 終了時評価の方法 

 

2-1 評価の手順 

 評価は、「新 JICA 事業評価ガイドライン 第 1 版」（2010 年 6 月）に従い実施し、具体的には以

下の手順に従った。 

１） プロジェクトの現状把握と検証  

２） 評価 5 項目による価値判断 

３） 提言の策定と教訓の抽出 

 

2-2 評価目的および評価方針の確認 

 （１） 評価目的の確認 

    評価調査に先立ち、専門家と団員の協議、対処方針会議を開催し、第 1 章第 1 項に記載

した評価の目的を確認した。 

 （２） プロジェクト計画内容の把握 

プロジェクトのフェーズ 1 実施協議調査報告書（2008 年 8 月：R/D 署名は 2006 年 7 月）お

よび事業完了報告書（2008 年 9 月）、フェーズ 2（本件プロジェクト）中間レビュー調査報告

書（2010 年 11 月）を主たる情報源として、当初計画の内容、その後の変遷の把握に努め

た。 

 

 （３） 評価 5 項目に基づく評価 

 評価 5 項目、すなわち妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性の観点からプロジェクト

を評価した。各評価項目の視点を以下に示す。なお、終了時評価のため、妥当性、有効性、効

率性についてはこれまでの実績と現状に基づいて評価する。インパクトと自立発展性については、

これまでの実績と活動状況から分析し、終了時評価時点の予測や見込みについて検証する。 

妥当性 

必要性、優先度、手段としての妥当性の観点から、プロジェクト実施の正当

性・必要性を評価。 

①必要性(ターゲットグループのニーズとの整合性) 

②優先度（「カ」国の開発政策・我が国の援助計画との整合性） 

③手段としての妥当性（適用方法の妥当性、ターゲットグループ選定の適

切性、日本の技術の優位性等） 

有効性 プロジェクト目標の達成度を検証し、プロジェクトの効果を評価 

効率性 
投入（コスト）と成果の達成状況とを比較し、プロジェクトの実施の効率性を評

価 

インパクト 上位目標の達成見込み、その他の波及効果を評価 

自立発展性 
政策･制度面、組織・財政面、技術面等の観点から、総合的な自立発展性を

評価 
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2-3 プロジェクトに関する情報収集 

    本調査に必要な事項を列挙し、評価グリッドにまとめて必要な情報・データを収集した。情

報・データの収集は、以下の方法を適宜組み合わせた。 

    ①文献調査：本プロジェクトに関する過去の各種調査団の報告書、プロジェクトで作成され

た各種活動報告書等の文書等。 

    ②質問票：日本人専門家、カウンターパートにおけるプロジェクト担当者を対象に質問票に

よるアンケート調査を実施した。 

    ③面談調査：日本人専門家、カウンターパート、HUST 学生、関係機関におけるプロジェク

ト担当者を訪問し、面談調査を実施した。 

    ④合同評価会議：カウンターパートに対して、評価の目的、方法を説明するために合同評

価会議を開催した。 

    ⑤現場視察：本プロジェクトと連携する円借款プロジェクトで整備されたコンピューターを利

用した授業風景等の現場視察を行った。 

 

2-4 合同評価報告書の作成およびミニッツの作成 

     評価グリッドをもとに団内協議により日本側調査団案を纏め、ベトナム側評価委員と協議

し、合同評価会議を開催し、合同評価報告書を作成した。尚、合同評価チームの日本側メ

ンバーは本調査団員により、またベトナム側メンバーは以下により構成される（ベトナム側に

ついては中間レビュー同様に、責任の所在の問題によりミニッツには記載していない）。 

     また、合同評価会議には、合同評価チーム以外にも、C/P、日本人専門家の参加を得た。

（参加者リストは付属資料②参照）。英文にて作成された合同評価報告書は、合同調整会

議において合意を得たのち、ミニッツ（付属資料③参照）として、ベトナム側・日本側の代表

者により署名された。 

 

 合同評価チーム（ベトナム側メンバー） 

Bui Van Ga Vice Minister, in charge of HEDSPI monitoring 

Tran Huong Ly ICD 

Nguyen Van Ang  MOET , Headquarters 

Nguyen Van Huu MOET, Education Dept  

Hoang Bach Viet  MOET, Personel Dept  

Nguyen Anh Tuan  MOET, Equipment Dept  

Nguyen Canh Luong HUST, Vice President 

Huynh Quyet Thang  HUST, HEDSPI Project, Dean of SoICT 

Tran Dinh Khang PIU, Vice Dean of SoICT 

Nguyen Kim Khanh PIU, Vice Dean of SoICT 

Pham Huy Hoang PIU, Vice Dean of SoICT 

Nguyen Kim Khanh PIU, Vice Dean of SoICT 
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第 3章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

 

3-1 投入実績 

 

3-1-1 日本側投入 

 

（1）専門家派遣（2011 年 8 月 31 日までの実績）  

 長期専門家 2 名 

 短期専門家 27 名 

 

（2）調査団派遣実績 

目的 人員 期間 

中間レビュー調査 3 2010 年 10 月 28 日～11 月 13 日

終了時評価調査 3 2011 年 9 月 4 日～17 日 

 

（3）日本でのカウンターパート研修 

年度 2009 2010 2011 

人数 6 名 12 名 0 (6) 

注釈：カッコ内はプロジェクト終了までに実施予定 

 

（4）機材供与（2011 年 8 月 31 日現在） 

機材 数量 金額（単位 日本円） 

 242 1,955,968 

    実習機材等については、円借款にて調達。 

 

（5）現地業務費（2011 年 8 月 31 日現在：単位日本円） 

年度 2009/2010 2010/2011 合計 

金額 7,204,340 6,489,036 13,693,376 

 

 

3-1-2 ベトナム側投入 

 

（1） カウンターパート配置 

 2009 2010 2011 

プロジェクト実施ユニット（PIU） 8 10 10 
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学術スタッフ 28 31 25 

合計 36 41 35 

 

（2）建物、施設 

プロジェクト実施に必要な執務室および会議室 

 

（3）予算投入（2011 年 8 月 31 日現在：単位ベトナムドン） 

2009 2010 2011 合計 

5,899,749,549 9,023,676,429 8,839,569,850 23,762,995,828 

 

3-2 活動実績 

終了時評価実施時点での進捗状況の要約は以下のとおりである。 

 

（活動実績一覧表） 

【アウトプット１】 

HEDSPI の組織体制および運営管
理システムが確立され、強化される。 

PDM に沿った活動の現状 

凡例 

：プロジェクト終了時までに完了予定 

 ：完了 

1-1 HEDSPI の教職員が ITSS につ
いてその内容を理解する。 

プロジェクトの開始にあたりチーフアドバイザーから説明を行った。また、毎年のよ
うに情報処理推進機構（IPA）の協力を得て ITSS についてのセミナーを開催して
いる。学生に対しては 4 年次において IS コースと AS コースのクラス分けを行う際
にチーフアドバイザーより ITSS についての説明を改めて行っている。（ ） 

1-2 HEDSPI の将来計画を作成す
る。 

HUST 配下の SoICT 側は大学院までを含めての体制整備を希望しているが、現
行プロジェクトは学部の整備までである。（HUST は大学院整備を新規技術協力
プロジェクトとして要請を行う予定）  

1-3 将来計画に基づき活動計画を
作成する。 

当初の合意に基づき学部における活動計画を作成し実施した（ ） 

1-4 資金管理システムを確立し、強
化する。 

HEDSPI は SoICT および HUST の 1 学科という扱いであり、予算管理は大学全
体で行っている。大学全体の資金管理としてのシステムは確立している。（ ） 

1-5 学生管理システムを確立し、強
化する。 

大学としての学生の管理は行われている。日本で行われているような先進的な管
理システムの導入は時期尚早であるが、本邦研修において立命館大学および慶
應義塾大学の学生管理システムを視察するとともに一部実習も行った。これらの
研修成果を今後の学生管理システム構築に活かしていく。（ ） 

1-6 人材管理システムを確立し、強
化する。 

SoICT の中で HEDSPI の授業を担当する教員に対し技術移転を行ってきた。PIU
事務局も HEDSPI をサポートする機能を果たしている（ ） 

1-7 設備管理システムを確立し、強
化する。 

円借款機材のうちコンピューター関係の機材については利用者および管理者マ
ニュアルを作成し、維持管理手法については導入済み。（ ） 

1-8 HEDSPI の事業管理が定期的
になされる。 

プロジェクト実施中は「PIU 会議」を毎週木曜日午後 4 時から定例的に開催し、そ
の都度課題について協議し対応してきた。HUST 側においても PIU 会議の前に
内部会議を開催するようになり事業管理は定期的になされている。（ ） 

【アウトプット 2】 

産学連携システムが確立される。 

PDM に沿った活動の現状 

凡例 

：プロジェクト終了時までに完了予定 

 ：完了 

2-1 ビジネス環境および市場ニーズ
に対応するために IT 関連企業と

HEDSPI に賛同してくれる企業を企業コンソーシアムとして組織化しインターンシ
ップ、社会人向けセミナー、就職活動において協力を得ている。2011 年 7 月末現
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の連携システムを構築する。 在 41 社が企業コンソーシアムメンバーとなっている。（ ） 

2-2 産学連携ワーキンググループに
おいてどのような連携が可能な議
論し、決定する。 

HUST 側で担当者を配置し（Dr.Hoang）、また産学連携計画を示し、インターンシ
ップの問題や就職の問題、企業からの寄付金の募集の問題などについて協議し
てきた。プロジェクト期間中に、企業コンソーシアムと HUST による持続性維持の
ための会合を行う。（ ） 

2-3 IT 関連企業から奨学金などの
財政支援を得る。 

上記のとおり、産学連携ワーキンググループで協議し、透明性のある体制のもと
で奨学金などの財政支援を受けるよう準備を進めている。間もなく銀行口座の開
設がなされるので、引き続き活動を行っていく（ ） 

2-4 学部生の就職活動を支援する
体制を構築する。 

HEDSPI1 期生に対して就職説明会の開催を斡旋、仲介した。このプロセスを定
着させるべく PIU 事務局の職員を含め就職先のフォローアップまでを行ってい
る。卒業は 6 月であり、TA チームは第 2 期生の就職支援を中途（2012 年 1 月）
までしか対応できない。しかし、PIU 事務局と現行企業コンソーシアム 41 社との連
携はまだ弱く、第 2 期生の進路確保を確実にするため何らかの措置が必要であ
り、HUST 側にて対応可能な就職支援について協議・体制構築を行っていく。
（ ） 

2-5 卒業生を対象に追跡調査を行う
体制を構築する。 

HUST は大学として就職支援や追跡調査はこれまで行ってきていない。本プロジ
ェクトではベトナム国内の事情から就職先を明確に申告しない学生はいるもの
の、面接やアンケートにより、内定までについては把握してきた。（ ） 

【アウトプット 3】 

学部において必要なシラバス、教材
等が作成され、定期的に改定され
る。 

PDM に沿った活動の現状 

凡例 

：プロジェクト終了時までに完了予定 

 ：完了 

3-1 4、5 年学生向けのシラバス、講
義シナリオおよび教員・学生向け
教材を作成する。 

シラバス・教材については立命館大学および慶應義塾大学の協力のもとこれまで
整備・改訂を行ってきている。現在のカリキュラム Ver.3.2 およびシラバス･教材に
ついて、今後は SoICT が最新の IT 事情等を反映させながら改訂していくことにな
る。（ ） 

3-2 授業評価システムを確立する。 アンケートなどによる授業評価を行うよう奨励し実施した。継続性という点からはま
だ十分とは言えないが、ベトナムで授業評価を行うことはこれまでなかったことか
ら大きなインパクトを与えたものと思われる。（ ） 

3-3 Student Assistant （SA） システ
ムを確立する。 

SA システムの導入を図ったが、機材が未整備であることや、大学院生の協力が
必要であることから現状では HEDSPI 卒業生が輩出されておらず時期尚早な面
があり、HUST と協議し SA システムの全面的な採用は断念（合意済） 

3-4 カリキュラム検討委員会を組織
する。 

立命館大学大久保教授及び慶應義塾大学萩野教授の短期専門家としての来越
時に定期的に開催し、カリキュラムの運営、シラバスの見直し、今後の課題など幅
広く協議を行ってきている。プロジェクト終了後の実施体制について検討中。（ ）

3-5 カリキュラム検討委員会で 

既存のコースをレビューする。 

上記のとおり（ ） 

3-6 レビューに基づき既存のシラバ
ス、講義シナリオ、教員および学生
向け教材を改訂する。 

上記のとおり（ ） 

【アウトプット 4】 

社会人向けインテンシブコースに必
要なシラバス、教材等が作成され、
定期的に改定される。 

PDM に沿った活動の現状 

凡例 

：プロジェクト終了時までに完了予定 

 ：完了 

4-1 インテンシブコース開催に向け
たタスクフォースを組織する。 

HUST側で担当者を配置し事務的な協議は随時行っている。また、PIU会議にお
いても日程、参加費、会場、担当教員の配置等について協議している。（ ） 

4-2 シラバス、講義シナリオ、教員お
よび学生向け教材がタスクフォー
スのアドバイスを基にして作成され
る。 

既に完了しており、次回のコースに向けて随時見直し中（ ） 

4-3 日本人専門家が講師となりイン
テンシブコースを開催する（1 年
目）。 

第 1 回目は実施済み。（ ） 

4-4 カウンターパートが講師となりイ 第 2 回を今秋以降実施する予定。（ ） 



－9－ 

ンテンシブコースを開催する（２～
３年目）。 

4-5 タスクフォース内でインテンシブ
コースのレビューを行う。 

第 1 回については参加者に対しアンケートを行い、講師にフィードバックし、第 2
回に反映予定。（  ） 

4-6 レビューに基づきインテンシブコ
ースの内容を改訂する。 

第 1 回の結果に基づきコース内容を見直し、第 2 回に反映予定。（  ） 

【アウトプット 5】 

HEDSPI プログラムを通じて IT 業
界向けに必要な IT 基礎知識および
日本語能力を持った学生が教育さ
れる。 

PDM に沿った活動の現状 

凡例 

：プロジェクト終了時までに完了予定 

 ：完了 

5-1 カリキュラムに沿って 1 年～5 
年生の授業を行う。 

実施中（ ） 

5-2 ITSS の紹介や最近の IT 動向
に関するセミナーを開催する。 

本年は 10 月～11 月頃に情報推進機構の協力を得て実施予定（ ） 

 

3-3 プロジェクト成果の達成状況 

成果 指標 達成内容 

1. HEDSPI の組織体
制および運営管理シ
ステムが確立され、強
化される。 

1-1 HEDSPI の将来
計画が確定する。 

 情報通信技術学校（ The School of Information and Communication 
Technology、SoICT） は、2009 年5 月19 日付のMOET 決定に基づ
いて、HUST の「情報技術学部、Faculty of Information Technology 
(FIT)」 と HEDSPI プログラムの統合により設立された。 

 SoICT は 2009 年 8 月 17 日に開校し正式に運営を開始した。 

 SoICT の設立および 2009-2013 年期運営計画（SoICT Development 
Plan for the 2009-2013 Period）は、HEDSPI の F/S 報告書（2006 年作
成）に基づき 2009 年 7 月に策定された。 

 2010 に、ITSS および HEDSPI プログラムの教育概念について紹介
するワークショップが 2 回開催された。 

 HEDSPI 推進計画が常時に更新され、継続的に実施されている。 

 HUST/SoICTは大学院レベルまでのHEDSPI 学術システム設立を目指
している。 

 1-2 教職員が計画
に基づき配置され
る。 

 FIT/HUST および HEDSPI/PIU 事務室から 100 名程の教員および
20 名程の職員 が、SoICT の５学部、１コンピュータセンター、および５
研究開発ラブ（計画中）に配置する計画が実施されている。 

 1-3 財務レポートが
毎年発行される。 

 HEDSPI の財務レポートは SoICT により、四半期、半年、年度に定期
に作成されている。 

 1-4 IT 関連設備及
び機材が適切に維
持管理される。 

 コンピュータ実習室が 4 室あり、160 台のデスクトップコンピュータが
装備されている。「IT 機材の維持管理マニュアル」は、教員用および
学生用にそれぞれ作成された。コンピュータ実習室のコンピュータは
これらマニュアルに基づいて維持管理されている。しかし、ルールに
反し、これらコンピュータにOS やソフトウェア等を無断でインストール
する学生や教員がいることも報告されている。 

【成果 1 の達成状況】 

成果 1 は成功裏にほぼ達成される。  

成果 指標 達成内容 

2. 産学連携システム
が確立される。 

2-1 HEDSPI と連携
を継続する IT 企業
の数 

HEDSPI を支援する企業は、インターンシップ、関係者セミナー、就職活動
などを支援するために企業コンソーシアムが設立され、現在参加企業数は
2011 年 7 月現在で 41 社となった。HEDSPI の産学連携システム担当者は
インターンシップ、就職活動、連携改善などに重要な役割を演じている。 

 2-2 IT 企業との連
携によるセミナーの
開催数 

ITSS ワークショップは 2009 年 12 月と 2010 年 8 月に以下の通り 2 回実施
された。 

【2009 年】The Needs of National Planning of Human Resources Seminar 
(主催：Vietnam Software Association (VINASA), 協賛: VINASA Japan IT 
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Cooperation (VJC), HEDSPI） 

【2010 年】ITSS Seminar 2010 (主催: HEDSPI, 協賛: IPA, VINASA, 
VITEC, JETRO, JICA) 

更に今秋、IPA の協力でセミナー開催予定。 

【成果 2 の達成状況】 

成果 2 はプロジェクト終了までに概ね達成される見込みである。効果的な企業との連携システムを維持するために、更なる
努力が継続的に行われなければならない。  

成果 指標 達成内容 

3. 学部において必要
なシラバス、教材等が
作成され、定期的に
改定される。 

3-1. シラバス、講義
シナリオ、教員およ
び学生向け教材が
カウンターパートに
よって毎年改定さ
れる。 

 カリキュラム調整委員会のミーティングは四半期毎に開催され、シラ
バス・教材の作成状況などを確認している 

 シラバス・教材は立命館大学、慶應義塾大学の協力により作成・改
訂中であり、最新版カリキュラム（Ver.3.2）、シラバス、教材は最新の
IT 分野の状況を反映して SoICT により改訂される予定。 

 カリキュラム調整委員会は、カリキュラム管理、シラバス改訂、将来に
必要な課題などを検討するための短期専門家派遣時に合わせて、
敵的に開催されている。 

 卒業研究のための施設・機材は調達されているが、次年度に向けて
更なる議論を必要としている。 

 3-2 学生が教材に
満足する。 

 学生の教材満足度は 2010 年 5 月に実施されたアンケート調査により
以下の通りである（％は「大変理解しやすい」と「理解しやすい」の合
計である）。この結果を基に SoITC は教材を改訂した。 

1) Data Modeling (86%) 

2) Web Programing (84%) 

3) Computer System(78%) 

4) Web Information System (73%) 

5) Structured Programming (44%) 

6) Network Programming (42%) 

7) Information Security (14%) 

 授業評価が提案され実施されている。このシステムは各年次のシラバ
スなどを改訂するのに役立っている。 

 学生支援システム（SA）の導入が試みられたが、機材の不足と
HEDSPI からの卒業生が未だいない状況では、卒業生の支援が得ら
れず、導入は見送られている。 

 2 学年在学生へのインタビューでは、HEDSPI 教育環境に満足してい
ることが確認された。 

 2010 年 12 月の学生アンケート調査によると、満足度は以下の通り。 

1) 2 期生 (7 semester/アプリケーション・スペシャリスト) 

Poor 9%  Fair 23%  Good 52%   Fine 12% 

2) 2 期生 (7 semester/IT スペシャリスト) 

Poor 3%  Fair 45%  Good 43%   Fine 7% 

2) 3 期生 (5 semester)  

Poor 9%  Fair 29%  Good % 58%  Fine 4% 

3) 4 期生 (3 semester) 

Poor 3%  Fair 45%  Good 45%   Fine 7% 

【成果 3 の達成状況】 

成果 3 はプロジェクト終了までに概ね達成される見込みであるが、卒業研究に必要な施設・機材に関して、引き続き検討が
必要。 

成果 指標 達成内容 

4. 社会人向けインテ
ンシブコースに必要な
シラバス、教材等が作
成され、定期的に改
定される。 

4-1 シラバス、講義
シナリオ、教員およ
び学生向け教材が
カウンターパートに
よって毎年改定さ
れる。 

 インテンシブコース実施のための人員が、事務管理のために HUST
により配置されている。また日程、参加費、講師配置などについて
PIU 会議において検討されている。 

 シラバス、講義シナリオ、講義用教材、学習用教材は既に作成され
ている。第一回インテンシブコースは 2010 年 12 月に実施され、参加
者へのアンケート調査によりコース内容は改訂された。アンケート調
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査結果は以下の通り。 

(Human Skill Course) 

Excellent 1%、Good 30%、Average 44%、No good 25%、Bad 1% 

(Project Management Course) 

Excellent 20%、Good 80% 

(Software Development and Quality Management Course) 

Good 75%、Average 25% 

 第二回インテンシブコースは今秋開催予定である。 

 4-2 インテンシブコ
ースの受講生が教
材に満足する。 

各コースの参加者の教材満足度アンケート調査結果は以下の通り。 

(Human Skill Course) 

# 教科書 

Good 42%, Average 26%, No good 32% 

# 実習機器 

Good 29%, Average 41%, No good 30% 

(Project Management Course) 

# 教科書 

  Excellent 20%, Good 80% 

# 実習機器 

  Good 100% 

(Software Development and Quality Management Course) 

# 教科書 

Excellent 13%, Good 75%, Average 12% 

# 実習機器 

Excellent 13%, Good 75%, Average 12% 

【成果 4 の達成状況】 

成果4 はプロジェクト終了までに概ね達成される見込みであるが、日本向けマナーなどを学ぶ Human Skill Course などの日
本特有の研修のプロジェクト終了後の運営についてはやや課題が残る。。  

成果 指標 達成内容 

5. HEDSPI プログラ
ムを通じて IT 業界向
けに必要な IT 基礎
知識および日本語能
力を持った学生が教
育される。 

5-1. ソフトウェア開
発技術者試験
（SW）および基本
情報技術者試験
（FE）の合格率がベ
トナム全体の平均よ
りも高い。 

FE 試験における HUST 学生の合格率はベトナムにおける平均より高い。 

（参考：日本国内でも平均合格率は 20％強である。） 

 受験者 合格者 
合 格
率% 

ベトナム国全
体合格率% 

2009 年 10 月 102 43 42.2 16.06 

2010 年 4 月 123 44 35.8 22.1 

2010 年 10 月 144 72 50  0.3 

2011 年 3 月 54 25 46.3 26 5 

合計  2   8  43.5 23.72 

SW 試験はベトナムにおいてはまだ実施されていない。 

 5-2 日本語の授業
の中で行う試験に
合格する。 

日本語クラスの日本語検定試験結果は以下の通り（単位：人）。2011 年 10
月時点。 

 N1(1 級) N2(2 級) N3(3 級) 

一期生(121 名) 1 25 34 

二期生(126 名)  11 23 

三期生(115 名)  4 59 

四期生(114 名)   31 
 

【成果 5 の達成状況】 
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成果 5 はプロジェクト終了までに概ね達成される見込みである。 

前提条件達成状況 

HEDSPI プログラムが
ベトナム政府に支援
される。 

2010 年 9 月 22 日付通信情報省大臣の「ベトナムを IT 強国とする提案（1755/QD- TTｇ）」が承認さ
れ、政府決定された。その全体目標は「国際基準に則った情報技術人材を育成し、ソフトウェア産
業とデジタル・コンテンツと先端経済を実現するサービス業をはじめ IT 産業を構築し、輸出と GDP
成長促進に貢献する」であり、IT 産業発展と IT 技術人材育成を提唱している。 

 

 

3-4 プロジェクト目標の発現度 

プロジェクト目標 指標 発現状況 

プロジェクト目標 

1. HEDSPI プログラム
が適切に運営管理さ
れる。 

1. HEDSPI の将来計画が
HUT により承認される。 

情報通信技術学校（ The School of Information and 
Communication Technology、SoICT） は、2009 年 5 月 19 日付
の MOET 決定に基づいて、HUST の「情報技術学部、Faculty of 
Information Technology (FIT)」 と HEDSPI プログラムの統合により
設立された。 

2. 将来計画に基づく活
動計画の進捗管理が
なされ、必要に応じて
改訂される。 

SoICT/HEDSPI の進捗管理は、週に一回のプロジェクト実施ユニッ
ト（PIU）会議により管理されている。またプロジェクト管理ユニット
（PMU）は HEDSPI プログラムを監督するために 2010 年 8 月に公式
に設置された。PMU は MOET 担当者 10 名、PIU メンバー10 名、
HUST から 3 名の合計 20 名で構成されている。主要業務は、
HEDSPI プログラムの技術協力プロジェクトおよび円借款プロジェク
トを監督することである。 

2. IT の基礎知識およ
び日本語能力を備え
た IT技術者が輩出さ
れる。 

1. 学生が HEDSPI の提
供する授業に満足す
る。 

第一期生の海外留学組は立命館大学、慶應義塾大学共に主席卒
業した。これは IT および日本語能力に関して、プロジェクトにより十
分に供給されたことを意味する。 

来年度から海外留学する学生へのインタビューでは、施設・機材、
シラバスや日本への留学機会など、他大学との大きな教育環境の
相違に満足していた。 

また、授業料値上げや日本への留学機会の終了にも拘らず、入学
希望者数は増加し続けている。 

2. 本人の希望で IT 関連
企業に就職した卒業生
の比率 

卒業生は基本的に本人の希望により就職先を決定している。1 期生
(121 名)中 79 名のアンケート回答者の内、IT 関連企業に就職した
割合は 67％である。アンケート結果により把握された就職先は以下
の通り。 

 日系企業: 21 名 

 ベトナム企業: 32 名 

 その他: 19 名 

 進学: 7 名 

(2011 年 9 月現在) 

3. 日本語を使って日系
IT 関連企業で働く卒業
生の数 

79 名の卒後アンケート調査回答者の内 21 名（27％）が日系企業に
就職しており、その内 9 名が日本での就職となっている。 

4. HEDSPI への入学希望
者が増加する。 

第一期生から第五期生までの学生数は 350 名から 380 名で推移し
ており、第六期生は 320 名の入学希望者であった。 

【プロジェクト目標の達成状況】 

プロジェクト目標ははプロジェクト終了までに概ね達成される見込みである。  

 

3-5 上位目標の発現度 

上位目標 指標 発現度 

上位目標 

IT 及び IT 関連分野
に対し、IT Skill 

IT 関連分野に従事
する、既に ITSS3 レ
ベル相当の技術を

HEDSPI プログラムのカリキュラムは 2009 年 8 月 27 日に改訂され（3.1 版）、
ITSS レベル 3 相当の内容は HEDSPI コースで網羅されていることが確認さ
れている。しかし ITSS レベル 3 は実務経験を必要としているが、HEDSPI プ
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Standard レベル 3 相
当の人材が十分に供
給されるようになる 

持つ卒業生の数 ログラムの卒業生は必要な技術スキルは習熟しており、ITSS レベル 3 取得
準備は完了していると言える。 

実際に HEDSPI 卒業生（第一期生）の大半は ITSS レベル 2 相当の FE 試
験に合格しており、実務経験を得た後、ITSS レベル 3 取得することであろ
う。 

プロジェクト目標レベルでの外部条件達成の見込み 

経済状況が悪化しな
い。 

IT 業界は 2008 年からの世界金融危機により打撃を受けたが、最も深刻な状況からは回復してお
り、昨今の円高の影響もあり、日本からの投資の増加も見込まれている。 

【上位目標発現可能
性】 

上位目標「IT 及び IT 関連分野に対し、IT Skill Standard レベル 3 相当の人材が十分に供給され
るようになる」の達成可能性は、FE 試験合格者が一般の受験生に比べて高いことからも、高いと評
価できる。 

第一期生を雇用した企業へのインタビューでは、彼らのポテンシャルは大変高いと期待されてい
る。 

 

3-6 プロジェクト実施プロセスにおける特記事項 

1) IT 教育に係るベトナム国カウンターパートの能力強化へのアプローチ 

PDM では、JICA 専門家の支援を通じて HUST が HEDSPI プログラムを促進する方策についての活

動が設計されている。ベトナム側カウンターパートの能力強化のために、JICA 専門家はプロジェクト

実施ユニット（PIU）メンバーおよびプロジェクト管理ユニット（PMU）との定例会議を実施する方法を

採った。JICA 専門家とベトナム側カウンターパートは、プロジェクト活動実績を監督するためのモニタ

リングテーブルを作成した。 

2) ITSS/ITEE の共通概念を享有するためのプロセス 

プロジェクト開始当初より、毎年、独立行政法人 情報処理推進機構（IPA）の支援によるセミナーに

よって ITSS について説明してきた。更に、IT スペシャリストコースおよびアプリケーションスペシャリス

トコースの学生に対して個別に ITSS について説明した。 

3) 産学連携システム構築プロセス 

プロジェクトは IT 関連の日系企業および日本との業務のあるベトナム企業との協議を繰り返した。 
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第 4章 5項目評価 

 

4－1 妥当性 

本件プロジェクトは以下のようにベトナムの政策、日本の援助方針に合致しており、妥当性は極めて

高いと評価できる。 

 

1) ベトナムの政策 

2010 年 9 月 22 日付通信情報省大臣の「ベトナムを IT 強国とする提案（1755/QD- TTｇ）」が承認さ

れ、政府決定された。その全体目標は「国際基準に則った情報技術人材を育成し、ソフトウェア産業

とデジタル・コンテンツと先端経済を実現するサービス業をはじめ IT 産業を構築し、輸出と GDP 成長

促進に貢献する」であり、IT 産業発展と IT 技術人材育成を提唱している。 

 

2) 日本の援助方針 

・外務省対ベトナム国国別援助計画 

重点分野として経済成長促進・国際競争力強化を唱えており、中でもビジネス環境整備・民間セクタ

ー開発に向けたベトナム側の積極的な取組みに対して、産業人材育成の観点から支援することとし

ている。また我が国の多様な主体との連携推進として、協力案件の形成・実施にあたっては、我が国

大学等との積極的な意見交換を通じ、これら機関の経験や技術を ODA 事業の実施において積極

的に取り組むとともに、これら機関独自の活動と ODA 事業がベトナムの開発に補完的に貢献するよ

う配慮すると明記されている。 

・外交政策 

日本政府は 2000 年 10 月に日中韓・ASEAN 経済大臣会合において提唱した「アジア IT スキル標

準共通化イニシアチブ」に基づき「アジア IT イニシアチブ」を国際戦略として位置づけている。 

 

3） ターゲットグループの必要性への妥当性 

HEDSPI プログラムでは以下の目標が設定されている。 

 

1) ベトナムの IT 分野の教育･研究活動に先導的役割を果たすハノイ工科大学においてモデル教育

プログラムを実施し、ベトナムにおける IT 分野での教育水準を向上させることにより、IT 分野の教育

機関および産業のために優秀な人材の育成を図ること。 

 

2) 日本とベトナムの間を橋渡しすることができる日本語能力に優れ ITSS レベル 3 に対応するスキル

を持った人材を IT および IT 関連産業界に供給すること。 

ベトナムにおけるＩＴ分野に求められている当該 2 目標が達成されることが、ニーズに合致しているこ

とは明確である。 
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4－2 有効性 

ベトナム側カウンターパートは IT 教育を行えるようになっているものの、優秀な日本語教員を育成す

る必要性があることから、有効性は中程度（＋）と評価できる。 

 

1) プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標は下記の理由により概ね達成されていると言える。プロジェクト終了後も、二期生以

降の卒業生の雇用水準を維持することが重要である。プロジェクト目標は、主要な就職先である IT

関連業界に必要とされる技術力および日本語能力を持つ技術者を輩出することである。学生が、よ

り良い条件の就職先との接する機会を確保するために、例えば既存の企業コンソーシアムのように、

就職決定前の学生と雇用先の間をとりもつ場を設ける必要がある。また円借款で予定されている卒

業研究向けの研究室が整備されれば、更に高い技術移転の達成が期待される。 

 

2) 日本の経験と技術の有効性 

日本は独立行政法人情報処理推進機構（Information-technology Promotion Agency, Japan：IPA）の

協力の下、アジア共通統一試験（IT Professionals Examination）を、フィリピン、タイ、ベトナム、ミャン

マー、マレーシア、モンゴルで実施している。  

 

3) プロジェクト目標達成促進要因 

第一に、ベトナム政府は経済成長の牽引役としての IT 関連産業の強化に高い優先順位を設定して

おり、政府のプロジェクト実施に対する支援と認識は高い。 

第二に、多くの日系企業が日本語能力の高い優秀な IT 技術者を雇用することを望んでいる。 

 

4－3 効率性 

本件プロジェクトの効率性は中程度（＋）と評価できる。本件と連携した円借款プロジェクトによる施

設・機材の調達が円滑に実施されておれば、更に高い効率性が確保できたと考えられる。効率性は

以下の理由により評価された。 

 

1) カウンターパート配置 

プロジェクト協力期間を通じて、質の高いカウンターパートが十分な員数配置された。 

 

2) 専門家派遣とカウンターパート研修 

適切なマネジメント、調整、計画によりインプットは適切に行われた。 

 

3) 実施管理 

本件プロジェクトは、プロジェクト実施ユニット（PIU）およびプロジェクト管理ユニット（PMU）の管理下

で効率的に実施された。 
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4－4 インパクト 

HEDSPI プログラムに対する高い期待度により、インパクトレベルは高いと評価できる。 

 

1) 大半の一期生卒業生は従来より高い給与で雇用されていることや、企業コンソーシアム参加企業

の数は増加しており、当該企業からの求人の増加が期待できる。 

 

2) 日本語スピーチコンテストにおいて、2008 年 8 月、2009 年 11 月に一期生が優勝、2010 年に二

期生が 3 位を獲得した。学生の中には日本語に関して学外活動を活発化しようとする傾向がある。 

 

3) 一期生の留学組が立命館大学、慶應義塾大学の両大学で主席卒業をしたことが HUST の知名

度を上げることとなった。 

 

4) 想定していた就職先は在ベトナム企業（日系含む）であったが、ベトナムに支店を持たない日本

企業も HUST の卒業生に対して期待するようになった。（日本での採用となった学生も第一期生で 9

名いる） 

 

5) 本件プロジェクトで開発したカリキュラムが英語に翻訳され、他の教育プログラムに活用されてい

る。 

 

4－5 持続性  

研究活動のための研究室の設置および高い水準の日本語教育訓練維持のための必要な方策が講

じられることにより、自立発展性は中程度（＋）と評価できる。 

 

1) 制度面、管理面の自立発展性 

ベトナム側カウンターパートは IT 教育に係る適切な知識を得ている。ベトナム側は IT 教育に係る制

度、管理を継続的に向上させることが期待される。 

 

2) 財政面の自立発展性 

IT 教育・訓練の管理・運営に係る予算措置、特に機材の更新および日本人の日本語教官確保には

未だ不確実性がある。 

 

3) 技術面の自立発展性 

プロジェクト現場活動および本邦研修によりベトナム側カウンターパートに移転された、学術知識・技

術により、技術面の自立発展性は概ね確保されていると考えられる。しかしながら、研究活動のため

の研究室設備機材の調達については、日本人専門家による助言を必要としている。 

 

4－6 評価 5 項目による評価の結論 
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一連の評価結果により、本件プロジェクトは概ね高いと評価できる。 
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第 5章 結論 

 今回の調査の結果、本プロジェクトの評価は、概ね高いという結果になった。特に妥当性、イン

パクトについては、日系 IT 企業のベトナム進出が急増していることもあり、プロジェクト開始時に想

定していたものよりも高い結果が出ている。一方、円借款ディスバース停滞もあり、機材調達には

プロジェクト期間を通じて悩まされることになったが、プロジェクトチームの努力もあり、プロジェクト

目標はほぼ達成されたことは評価に値する。 

 また、今回の調査にて検討したプロジェクト延長の是非については、本プロジェクトに関する成

果はほぼ達成されており、先方からも延長の要望は出なかったことから、当初の予定通りプロジェ

クトを終了することが望ましいと考える。当初の予定どおりプロジェクトを終了することに関する最

大の懸念事項は就職支援であり、次項にて述べる。 

また、プロジェクト期間での未達成事項として、プロジェクトチームからは、卒業研究用の機材不

足の指摘があったが、HUST 側はそれらの研究機材は主として大学院教育・研究のものという理

解であり、次項で述べる大学院支援の実施可否の結論なしにこれらの機材導入のためにプロジ

ェクト期間を延長することは望ましくないと思われる。 
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第 6章 提言と教訓 

6-1 プロジェクトチームへの提言 

 本プロジェクトに係る提言としては、持続性に関するものが挙げられる。特に、これまで日本人専

門家を中心に維持・運営されてきた就職支援及び企業コンソーシアムとの関係継続についてが、

最大の懸念事項である。 

 今回の調査にて訪問した日系企業からは、プロジェクトチームからの就職支援サポートについ

て多くの感謝の声が聞かれた。この感謝の理由としては、企業コンソーシアムなどを通じて、タイ

ムリーに情報を提供していたということ及び、日本式のきめ細かい就職サポートを行っていたこと

が挙げられる。また、今後の HUST との関係性維持についても多くの要望がなされた。 

プロジェクト終了後の形としては、HUST に日本的な就職慣習を伴う支援を引き継ぐことは現実

的ではないため、HUST 側でできることを見極めつつ、それに見合った就職支援・窓口業務を無

理のない形で引き継ぐべきと考える。日本語×IT の人材ニーズは非常に高いため、民間ベース

（ベトナムへの新規参入者は商工会や JETRO で仲介）で持続可能な形で残すことが大事ではな

いかと考える。 

プロジェクト終了までの具体的な活動としては、HUST と企業コンソーシアムを中心に、日本人

のみでなく HUST も参加している中で、今後の就職支援の方向性を考える機会を持ち、今後の

具体的な連携方法を考えて欲しい（2011年 10 月に設定予定）。また、企業コンソーシアムは学生

の就職先としてだけでなく、移り変わりの早い IT 業界における市場ニーズを吸い上げる場として

も活用していくことが望ましい。 

 

6-2 教訓 

本件プロジェクトは IT 技術と日本語という二つの分野を選択し、プロジェクト目標に向けて良好な

連携が見られ、高い付加価値を得ることができた。このような複数のターゲットの効果的な組み合

わせはプロジェクトの価値を上げることが期待できる。 
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第 7章 その他特記事項 

7-1 大学院支援（新規要請）の検討材料 

2012 年度要望調査にて、大学院支援の要請が提出されている。今回の調査の中で、検討材

料となりうる事項があったため、下記に参考情報として述べる。 

まず、ベトナム政府の方針としては、MOET 訪問時に、ベトナム国として期待する円借款の執行

促進策として、以下の 3 点を日本に要望している旨の発言があった。 

①  大学院充実（2020 年までに 2 万人の Ph.D という目標への支援） 

② 科学研究（ラボの充実） 

③  他大学への展開（IT×日本語のカリキュラム） 

MOET からの要望のうち、③については社会主義的な発想もあってか、HUST の SoICT にだけ

支援をしていることに問題があるとのことで、他学部や他大学への展開の必要性を訴えていた。 

2012 年度要望調査にてあげられているプロジェクトはこのうち①及び②にあたるものであるため、

政策的なコミットメントはある。ただし、プロジェクトの目的については日本向け IT 人材育成を目標

としてきたフェーズ 1, フェーズ 2（本プロジェクト）とは大幅に異なるため、本プロジェクトの延長線

上という扱いではなく、別の新しい目的を持ったプロジェクトとして考える方がよいと思われる。 

また、大学院支援のプロジェクトを実施する場合にも、不安要素が多くあるため、学生受け入れ

前に一定のプロジェクトの助走期間が必要ではないかと考える。以下、調査団が把握した不安要

素を挙げる。一方、日本の大学としては、留学生受け入れを拡大しており、留学対象者が増える

ことは非常に歓迎すべきこととのこと。 

 

1) 大学院カリキュラムの未整備 

    報告書作成時点で、ベトナム政府の要求している SoICT 大学院については、カリキュラム等

は全くない状況である。本プロジェクトと同様に、日本のカリキュラムをもとにした教材等を考え

ていると思われる。 

 

2) 研究室（ラボ）の体制 

    日本国内の大学の場合、大学教授は研究室を持ち、企業等と連携しながら研究・講義中心

の生活を送ることになる。一方、ベトナムの大学教員は給料が高くないため、副業をしている教

員も多い。そのような状況の中、研究室や研究機材をそろえたとしても、日本のように研究に集

中できる環境がベトナム側に用意できるかはわからないのが現状である。 

 

3) 機材調達のコントロールの難しさ 

研究にかかる SoICT の現状としては、研究テーマ等について立命館大学・慶応義塾大学か

らの助言を受けながら検討している段階であり、機材選定などについての支援も必要であると

のこと。そのため、支援開始から機材納入まではそれなりの期間がかかることが予想される。ま

た、当該機材は円借款による調達となるため、プロジェクト側ではコントロールが難しく、プロジ
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ェクトの進捗に影響を与えるリスクがある。 

 

4) HUST の大学院に入るメリット 

ベトナムの大学生から見ると、奨学金をもらって留学というのが成績優秀者が希望する進路

であることや、ベトナム国内に R&D を実施する企業も少ないことなどから、留学が伴わない国

内の大学院に進学を希望する生徒は多くない可能性がある。 

 

5) 修士生、博士生の市場ニーズ 

現在のベトナム国内の IT 市場はオフショア開発などのシステム開発が中心であり、日系企

業・ベトナム系企業ともに、学位より実務経験を重視するとの声が聞かれた。民間の R&D ニー

ズがまだあまり多くない中、大学院修了生の市場ニーズがどの程度あるのかを見極める必要が

ある。 

 

7-2 日本語教師 

円借款のコンポーネントにて雇用している日本語教師（日本人）だが、ベトナム人講師に比

べて給与水準が高く、円借款による支援終了後はその給与は払い続けることは難しいと相談

を受けた。 

現在は日本語教師がカリキュラムや教授法主導など専門的な部分を重点的に技術移転し

てきており、非常に重要な役割を担っている。円借款終了後は、そのフォローについて青年海

外協力隊の日本語教師隊員などで行うのも一つのアイディアではないかと思われる。派遣され

る隊員としても、日本企業への就職などに強い興味を持つ、能力の非常に高い学生が集まっ

ている HUST での活動は、やりがいを感じられるのではないかと思われる。 

 

7-3 ベトナムにおける IT 産業・人材ニーズ 

ベトナム国内最大の IT 企業である FPT ソフトの売り上げの 6 割が日本向けという現状にも示

されるとおり、日越双方における日本語×IT 人材のニーズは非常に大きい。日本語×IT の実

践的なカリキュラムを実践している大学は他にはなく、貴重な人材輩出源として期待されている

（そのような供給不足状態のため、FPT は FPT 大学という自前の大学を作り語学×IT の人材育

成をしはじめている）。 

日系企業は即戦力を採用し、ベトナム大手企業は即戦力を期待しつつも、研修体制も整っ

ている。どちらのケースにしても、HEDSPI 卒業生対して期待されているのは、日本との窓口に

なるブリッジ SE や将来のマネジメント人材としての活躍である。プログラミングやテストなどの実

作業を担当する人材については専門学校卒などで技術を中心に学んだ人材が求められており、

語学ニーズも高くない。それ以外に民間企業からの声としてあったのは、日本企業のグローバ

ル化に伴い、日本語・ベトナム語だけでなく、英語もそれなりのレベルでないと、（特に日本での

本社採用としては）採用しにくいといった声や、日本語や IT も大事だが、日本人の考え方やマ

ナーなどのヒューマンスキルを重視しているといった声があった。 
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また、給与水準・人材の流動性について、ベトナム人の転職率は非常に高く、日系企業は人

材流出防止に苦労しているようであった。一方、ベトナム系企業は、当初の給与は低めに抑え

るものの、資格や経験による昇給などの機会を多く与えることで、長く勤務するインセンティブを

与えているように見えた。言い換えれば、人材流出のリスクを下げるため、当初の給与を下げ、

多くの人数を雇えるようにする工夫であると推測される。加えて、一定期間勤務した場合、日系

企業よりベトナム系企業の方が高い給与を得られるケースも多くなっているようであり、経費削

減が目的で進出している事情はわかるものの、このままでは日系企業が優秀な人材を確保す

ることはどんどん難しくなることが予想される。



 

付属資料①：面談者リスト 

 

主要面談者 

【教育訓練省：Ministry of Education and Training (MOET)】 

・副大臣     ：Bui Van Ga 

・国際協力局担当者   ：Tran Huong Ly 

・本部担当者    ：Nguyen Van Ang 

・教育局主任    ：Nguyen Van Huu 

・人事組織局担当者   ：Hoang Bach Viet 

・機器局     ：Nguyen Anh Tuan 

 

【ハノイ工科大学：Hanoi University of Science and Technology (HUST)】 

・副学長     ：Nguyen Canh Luong 

・SoICT スクール長   ：Huynh Quyet Thang 

・副 SoICT スクール長   ：Pham Huy Hoang 

・副 SoICT スクール長   ：Nguyen Kim Khanh 

・HEDSPI 日本語主任教師   ：本多 倫子 

・HEDSPI 日本語教師   ：Tham Thuy Hong 

・HEDSPI 日本語教師   ：Tran Thanh Nga 

 

【プロジェクトチーム】 

・チーフ・アドバイザー   ：郷端 清人 

・プログラム・マネジャー   ：種田 博 

・業務調整    ：勝又 美穂子 

・短期専門家（立命館大学）  ：大久保 英嗣 

・短期専門家（慶應義塾大学）  ：荻野 達也 

 

【VITEC（Vietnam Training and Examination Center）】 

・所長     ：Do Van Binh 

 

【東芝ソフトウェア開発ベトナム社】 

・社長     ：田部 徹也 

 

【ベトナム日本商工会（JVAV）】 

・会長（双日ベトナム社 副社長）  ：首藤 典昭 

・事務局長    ：小倉 政則 
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【KDDI ベトナム社】 

・社長     ：福田 浩喜 

 

【USOL ベトナム社】 

・社長     ：岩藤 誠 

・開発本部長    ：島田 保英 

 

【LUVINA ソフトウェア社】 

・代表取締役社長    ：Le Quang Luong 

 

【日本貿易振興機構ハノイ事務所】 

・所長     ：小林 恵介 

 

【NEC ソフト および NEC ソリューションズ】 

・グループマネジャー   ：石井 正彦 

・NEC ソリューションズ社長   ：向後一夫 

・NEC ソリューションズ副社長   ：グエン・ドアン・フォン 

 

【ベトナム日本人材協力センター：VJCC】 

・チーフアドバイザー   ：藤井 孝男 

・コーディネーター   ：木村 健太 

 

【JICA ベトナム事務所】 

・次長     ：清水 曉 

・所員     ：三浦 愛 

 

【在カンボジア日本国大使館】 

・二等書記官    ：下村 貴裕 
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付属資料②：合同評価会議出席者リスト 

 

No. Name Position/ Organization 
1 Yoshio Niizeki LEADER/Terminal Evaluation Mission (JICA) 
2 Tsuyoshi Kano Terminal Evaluation Mission (JICA/HQ/JAPAN) 
3 Masaya Omae Terminal Evaluation Mission 
4 Bui Van Ga Deputy Minister, MOET 
5 Tran Huong Ly International Cooperation Department, MOET 
6 Nguyen Van Ang Headquarters, MOET 
7 Nguyen Van Huu Education Department, MOET 
8 Hoang Bach Viet Personnel Department, MOET 
9 Nguyen Anh Tuan Equipment Department, MOET 

10 Nguyen Canh Luong Deputy President, HUST 
11 Huynh Quyet Thang Dean of SoICT, HUST 
12 Pham Huy Hoang Deputy Dean of SoICT, HUST 
12 Nguyen Kim Khanh Deputy Dean of SoICT, HUST 
14 Ai Miura Senior Project Formulation Advisor/JICA 
15 Kiyoto Gouba Chief Advisor / JICA EXPERT TEAM 
16 Mihoko Katsumata Project Coordinator / JICA EXPERT TEAM 
17 Eiji Okubo Short-term Expert / JICA EXPERT TEAM 
18 Tatsuya Hagino Short-term Expert / JICA EXPERT TEAM 
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や
技

術
を

O
D

A
事

業
の

実
施

に
お

い
て

積
極

的
に

取
り

組
む

と
と

も
に

、
こ

れ
ら

機
関

独
自

の
活

動
と

O
D

A
事

業
が

ベ
ト

ナ
ム

の
開

発
に

補
完

的
に

貢
献

す
る

よ
う
配

慮
す

る
と

明
記

さ
れ

て
い

る
。

 

【
外

交
政

策
】

 

日
本

政
府

は
20

00
年

10
月

に
日

中
韓

・
A

S
E

A
N

経
済

大
臣

会
合

に
お

い
て

提
唱

し
た

「
ｱ

ｼ
ﾞｱ

IT
ｽ

ｷ
ﾙ

標
準

共
通

化
ｲ
ﾆ
ｼ
ｱ

ﾁ
ﾌ
ﾞ」

に
基

づ
き

「
ｱ

ｼ
ﾞｱ

IT
ｲ
ﾆ
ｼ
ｱ

ﾁ
ﾌ
ﾞ」

を
国

際
戦

略
と

し
て

位
置

づ
け

て
い

る
。

 

JI
C

A
ベ

ト
ナ

ム
国

別
事

業
実

施
方

針
、

対
ベ

ト
ナ

ム
事

業
展

開
計

画
と

の
関

連
性

 

IT
教

育
分

野
に

対
す

る
優

先
度

 

JI
C

A
ベ

ト
ナ

ム
国

別
援

助
実

施
方

針
（

20
09

年
4

月
） 

資
料

ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

【
国

別
援

助
実

施
方

針
】

 

ベ
ト

ナ
ム

の
開

発
課

題
の

協
力

方
針

と
し

て
、

「
産

業
人

材
育

成
」
を

重
点

項
目

と
し

て
い

る
。

そ
の

課
題

と
し

て
、

経
済

成
長

を
担

う
役

割
が

期
待

さ
れ

る
製

造
業

や
IT

産
業

等
の

産
業

を
支

え
得

る
人

材
の

不
足

が
従

来
か

ら
指

摘
さ

れ
て

い
る

と
こ

ろ
で

あ
り

、
対

内
直

接
投

資
を

一
層

拡
大

す
る

う
え

で
の

隘
路

と
も

な
っ

て
い

る
。

高
等

教
育

ﾚ
ﾍ

ﾞ
ﾙ

で
の

技
術

者
や

生
産

管
理

、
経

営
管

理
な

ど
の

ﾉ
ｳ

ﾊ
ｳ

を
有

す
る

経
営

層
の

養
成

等
、

産
業

人
材

育
成

は
ベ

ト
ナ

ム
に

と
っ

て
喫

緊
の

課
題

で
あ

る
と

し
て

い
る

。
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5
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

必
要

な
ﾃ

ﾞｰ
ﾀ
・
情

報
 

情
報

源
 

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
収

集
方

法
 

結
果

 

【
事

業
展

開
計

画
】 

国
別

援
助

実
施

方
針

同
様

、
「
経

済
成

長
を

担
う

役
割

が
期

待
さ

れ
る

製
造

業
や

IT
産

業
等

の
産

業
を

支
え

う
る

人
材

の
不

足
が

従
来

か
ら

指
摘

さ
れ

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

り
、

対
内

直
接

投
資

を
一

層
拡

大
す

る
上

で
の

隘
路

と
も

な
っ

て
い

る
。

高
等

教
育

ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
で

の
技

術
者

や
生

産
管

理
、

経
営

管
理

等
の

ﾉ
ｳ

ﾊ
ｳ

を
有

す
る

経
営

層
の

養
成

等
、

産
業

人
材

育
成

は
ベ

ト
ナ

ム
に

と
っ

て
喫

緊
の

課
題

で
あ

る
と

い
え

る
。

」
と

し
て

い
る

。
 

日
本

の
技

術
の

優
位

性
は

あ
る

か
 

IT
技

術
の

国
際

的
認

知
度

 
 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

独
立

行
政

法
人

情
報

処
理

推
進

機
構

（
In

fo
rm

at
io

n-
te

ch
no

lo
gy

 P
ro

m
ot

io
n 

A
ge

nc
y,

 J
ap

an
：

IP
A

）
の

協
力

の
下

、
ｱ

ｼ
ﾞｱ

共
通

統
一

試
験

（
IT

 P
ro

fe
ss

io
na

ls
 

E
xa

m
in

at
io

n ）
を

実
施

し
て

い
る

国
は

、
ﾌ
ｨﾘ

ﾋ
ﾟﾝ

、
ﾀ
ｲ
、

ﾍ
ﾞﾄ

ﾅ
ﾑ

、
ﾐｬ

ﾝ
ﾏ

ｰ
、

ﾏ
ﾚ
ｰ

ｼ
ｱ

、
ﾓ

ﾝ
ｺ
ﾞﾙ

で
あ

る
。

 

対
外

IT
技

術
支

援
実

績
は

あ
る

か
。

 
IT

技
術

支
援

実
績

 
・

JI
C

A
報

告
書

 

・
他

機
関

報
告

書
 

資
料

ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

【
ﾗ
ｵ

ｽ
国

立
大

学
IT

 ｻ
ｰ

ﾋ
ﾞｽ

産
業

人
材

育
成

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ 

】 

ﾗ
ｵ

ｽ
国

立
大

学
を

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ・

ｻ
ｲ
ﾄと

し
て

「
IT

ｻ
ｰ

ﾋ
ﾞｽ

市
場

に
応

じ
た

人
材

を
育

成
す

る
」
こ

と
を

目
的

と
し

て
20

08
年

12
月

か
ら

20
13

年
11

月
ま

で
の

計
画

で
実

施
中

。
ﾈ

ｯ
ﾄﾜ

ｰ
ｸ
構

築
、

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
ﾍ

ﾞｰ
ｽ

・
ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾐﾝ
ｸ
ﾞ、

産
学

官
連

携
支

援
等

の
専

門
家

に
よ

る
技

術
協

力
を

行
っ

て
い

る
。

 

【
ｷ

ﾙ
ｷ

ﾞｽ
国

ＩＴ
人

材
育

成
（
国

立
ＩＴ

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

）
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ】

 

第
一

ﾌ
ｪｰ

ｽ
ﾞを

「
国

立
IT

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

が
技

術
移

転
を

受
入

れ
ら

れ
る

体
制

を
整

え
る

こ
と

」
、

第
二

ﾌ
ｪｰ

ｽ
ﾞを

「
国

立
IT

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

が
、

高
度

IT
技

術
者

の
研

修
機

関
と

し
て

適
切

に
機

能
す

る
こ

と
」
を

目
的

と
し

て
、

20
04

年
11

月
か

ら
20

08
年

5
月

ま
で

実
施

さ
れ

た
。

IT
教

育
、

ｵ
ﾍ

ﾟﾚ
ｰ

ﾃ
ｨﾝ

ｸ
ﾞ・

ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

、
ｿ
ﾌ
ﾄｳ

ｪｱ
開

発
言

語
、

ﾈ
ｯ
ﾄﾜ

ｰ
ｸ
開

発
、

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
ﾍ

ﾞｰ
ｽ

開
発

、
ｼ

ｽ
ﾃ

ﾑ
開

発
等

の
専

門
家

を
投

入
し

、
所

期
の

目
的

を
達

成
し

た
。

 

【
ﾌ
ｨﾘ

ﾋ
ﾟﾝ

国
ＩＴ

人
育

成
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ】

 

ﾌ
ｨﾘ

ﾋ
ﾟﾝ

IT
線

業
界

の
ﾆ
ｰ

ｽ
ﾞに

合
っ

た
IT

研
修

を
ﾌ
ｨﾘ

ﾋ
ﾟﾝ

大
学

に
お

い
て

実
施

す
る

こ
と

を
目

的
に

、
20

04
年

7
月

か
ら

20
08

年
7

月
ま

で
実

施
さ

れ
た

。
IT

技
術

、
産

官
学

連
携

、
ﾈ

ｯ
ﾄﾜ

ｰ
ｸ
開

発
、

ｱ
ﾌ
ﾟﾘ

ｹ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

開
発

、
ｻ

ｰ
ﾊ

ﾞｰ
構

築
、

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
ﾍ

ﾞｰ
ｽ

開
発

等
の

専
門

家
を

投
入

し
、

所
期

の
目

的
を

達
成

し
た

。
 

実
施

協
議

（
R

/D
）
以

降
の

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ
を

取
り

巻
く
環

境
（
政

策
、

経
済

、
社

会
等

）
の

変
化

は
あ

っ
た

か
 

政
策

、
ﾏ

ｸ
ﾛ

経
済

ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
の

変
化

等
 

一
般

情
報

 
・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

20
08

年
か

ら
の

国
際

金
融

危
機

に
よ

り
世

界
的

に
IT

業
界

は
打

撃
を

受
け

た
も

の
の

、
昨

今
の

円
高

に
よ

り
日

本
の

ベ
ト

ナ
ム

へ
の

投
資

も
増

え
、

更
に

増
資

案
件

も
増

え
て

い
る

。
後

者
は

ベ
ト

ナ
ム

に
お

け
る

投
資

案
件

の
運

用
が

効
果

的
に

実
施

さ
れ

て
い

る
こ

と
の

証
明

で
あ

る
。

 

中
間

ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
調

査
（

20
10

年
11

月
）以

降
の

状
況

変
化

の
有

無
 

IT
教

育
、

IT
の

必
要

性
等

に
関

す
る

ﾃ
ﾞ

ｰ
ﾀ

 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

20
10

年
9

月
22

日
付

通
信

情
報

省
大

臣
の

「
ﾍ

ﾞﾄ
ﾅ

ﾑ
を

IT
強

国
と

す
る

提
案

（
17

55
/Q

D
- 

T
T

ｇ
）
」
が

承
認

さ
れ

、
政

府
決

定
さ

れ
た

。
こ

れ
に

よ
り

ベ
ト

ナ
ム

は
更

な
る

IT
人

材
育

成
強

化
方

針
を

打
ち

立
て

る
こ

と
と

な
っ

た
。
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5
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

必
要

な
ﾃ

ﾞｰ
ﾀ
・
情

報
 

情
報

源
 

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
収

集
方

法
 

結
果

 

国
内

状
況

か
ら

妥
当

で
あ

る
か

。
 

国
内

産
業

の
発

展
に

貢
献

す
る

か
。

 
IT

産
業

現
況

 

・
ﾍ

ﾞﾄ
ﾅ

ﾑ
を

IT
強

国
と

す
る

提
案

（
17

55
/Q

D
- 

T
T
ｇ
）

 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

・
産

業
関

係
者

 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

「
ﾍ

ﾞﾄ
ﾅ

ﾑ
を

IT
強

国
と

す
る

提
案

」
に

よ
る

と
将

来
計

画
を

次
の

通
り

想
定

し
て

い
る

。
20

15
年

ま
で

に
情

報
技

術
・
電

子
・通

信
の

学
部

の
卒

業
生

の
30

％
が

国
際

労
働

市
場

に
参

加
で

き
る

よ
う
に

、
専

門
ス

キ
ル

と
言

語
ス

キ
ル

を
充

分
に

習
得

す
る

。
国

民
の

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ
ト

利
用

率
は

50
％

に
達

す
る

と
し

て
お

り
、

更
に

20
20

年
ま

で
に

通
信

・
情

報
技

術
の

学
部

の
卒

業
生

の
80

％
は

国
際

労
働

市
場

に
参

加
で

き
る

よ
う

に
、

専
門

ス
キ

ル
と

言
語

ス
キ

ル
を

充
分

に
習

得
す

る
。

ＩＴ
産

業
に

従
事

す
る

人
材

は
1,

00
0,

00
0

名
に

達
し

、
こ

れ
に

は
国

内
勤

務
人

材
と

海
外

輸
出

人
材

も
含

め
る

。
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

利
用

人
数

は
70

％
以

上
に

達
す

る
。

 

IT
分

野
の

ﾆ
ｰ

ｽ
ﾞ

に
合

致
し

て
い

る
か

。
 

H
E

D
S

P
I 

ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
が

適
切

に
運

営
管

理
さ

れ
る

こ
と

の
貢

献
度

は
高

い
か

。
 

ベ
ト

ナ
ム

に
お

け
る

IT
分

野
の

課
題

 

・
進

捗
報

告
書

 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

・
産

業
関

係
者

 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

H
E

D
S

P
I
ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
で

は
以

下
の

目
標

が
設

定
さ

れ
て

い
る

。
 

 
ベ

ト
ナ

ム
の

IT
分

野
の

教
育

･研
究

活
動

に
先

導
的

役
割

を
果

た
す

ﾊ
ﾉｲ

工
科

大
学

に
お

い
て

ﾓ
ﾃ
ﾞﾙ

教
育

ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
を

実
施

し
、

ベ
ト

ナ
ム

に
お

け
る

IT
分

野
で

の
教

育
水

準
を

向
上

さ
せ

る
こ

と
に

よ
り

、
IT

分
野

の
教

育
機

関
お

よ
び

産
業

の
た

め
に

優
秀

な
人

材
の

育
成

を
図

る
こ

と
。

 

 
日

本
と

ベ
ト

ナ
ム

の
間

を
橋

渡
し

す
る

こ
と

が
で

き
る

日
本

語
能

力
に

優
れ

IT
S

S
ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
3

に
対

応
す

る
ス

キ
ル

を
持

っ
た

人
材

を
IT

お
よ

び
IT

関
連

産
業

界
に

供
給

す
る

こ
と

。
 

ベ
ト

ナ
ム

に
お

け
る

ＩＴ
分

野
に

求
め

ら
れ

て
い

る
当

該
2

目
標

が
達

成
さ

れ
る

こ
と

が
、

ﾆ
ｰ

ｽ
ﾞに

合
致

し
て

い
る

こ
と

は
明

確
で

あ
る

。
」

 

IT
 の

基
礎

知
識

お
よ

び
日

本
語

能
力

を
備

え
た

IT
 技

術
者

が
輩

出
さ

れ
る

こ
と

の
貢

献
度

は
高

い
か

。
 

当
該

技
術

者
の

輩
出

は
上

記
H

E
D

S
P

Iﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
の

適
切

な
運

営
管

理
に

不
可

欠
で

あ
る

た
め

、
貢

献
度

が
高

い
こ

と
は

明
確

で
あ

る
。

 

他
の

ﾄ
ﾞﾅ

ｰ
と

の
援

助
協

調
に

お
け

る
相

乗
効

果
は

あ
る

か
。

 

世
界

銀
行

 
実

績
・
戦

略
 

諸
文

書
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

IT
分

野
に

係
る

他
ﾄﾞ

ﾅ
ｰ

と
の

連
携

は
な

い
。

 
A

D
B

 
実

績
・
戦

略
 

諸
文

書
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

他
機

関
 

実
績

・
戦

略
 

諸
文

書
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
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5

項
目

 
大

項
目

 
小

項
目

 
必

要
な

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
・
情

報
 

情
報

源
 

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
収

集
方

法
 

結
果

 

有効性 

（Effectiveness） 

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ目

標
は

達
成

さ
れ

る
か

。
 

H
E

D
S

P
I 

の
将

来
計

画
が

H
U

S
T

 に
よ

り
承

認
さ

れ
る

か
。

 
H

E
D

S
P

I
計

画
承

認
状

況
 

・
中

間
ﾚ

ﾋ
ﾞｭ

ｰ
調

査
報

告
書

 

・
進

捗
報

告
書

 

・
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ内

資
料

 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

H
E

D
S

P
I 

ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
は

（F
IT

 と
共

に
）2

00
9 

年
8 

月
よ

り
正

式
に

S
oI

C
T

 に
統

合
さ

れ
た

。
S

oI
C

T
 

の
設

立
お

よ
び

20
09

-2
01

3 
期

運
営

計
画

（
T

he
 

S
oI

C
T

 
D

ev
el

op
m

en
t 

P
la

n 
fo

r 
th

e 
20

09
-2

01
3 

P
er

io
d ）

は
20

09
 年

7 
月

に
策

定
さ

れ
、

H
E

D
SP

I 
ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
で

計
画

さ
れ

る
成

果
を

全
て

取
り

入
れ

て
い

る
。

 

将
来

計
画

に
基

づ
く
活

動
計

画
の

進
捗

管
理

が
な

さ
れ

、
必

要
に

応
じ

て
改

訂
さ

れ
る

か
。

 
進

捗
管

理
状

況
 

S
oI

C
T

/H
E

D
SP

I
活

動
の

進
捗

状
況

は
、

毎
週

開
催

の
P

IU
会

議
で

管
理

さ
れ

て
い

る
。

更
に

H
E

D
SP

I 
ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
を

監
督

す
る

P
M

U
 (

P
ro

je
ct

 M
an

ag
em

en
t U

ni
t)

 
は

20
10

 年
8 

月
に

正
式

に
設

立
さ

れ
た

。
同

P
M

U
 の

ﾒ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
20

 名
の

中
に

、
M

O
E

T
 局

長
・
副

局
長

7 
名

、
P

IU
 ﾒ

ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
10

名
、

H
U

S
T

 職
員

3 
名

が
指

名
さ

れ
て

い
る

。
同

P
M

U
 の

主
要

職
能

/責
任

は
、

H
E

D
SP

I
ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
の

技
術

協
力

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄお

よ
び

円
借

款
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄを

監
督

す
る

こ
と

と
さ

れ
て

い
る

。
 

学
生

が
H

E
D

S
P

Iの
提

供
す

る
授

業
に

満
足

す
る

か
。

 
学

生
の

満
足

度
 

学
生

は
総

じ
て

H
E

D
SP

I
ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
に

満
足

し
て

い
る

と
思

わ
れ

る
。

2
年

生
の

内
、

日
本

へ
留

学
す

る
予

定
の

5
名

に
対

す
る

ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
要

約
以

下
の

通
り

。
 

 
IT

と
日

本
語

を
並

行
し

て
学

ぶ
こ

と
の

利
点

は
大

き
い

。
こ

の
よ

う
な

教
育

を
受

け
ら

れ
る

大
学

は
他

に
な

く
、

施
設

・
機

材
も

他
に

例
を

見
な

い
。

ｶ
ﾘ
ｷ

ｭ
ﾗ
ﾑ

も
基

礎
か

ら
順

を
追

っ
て

理
解

し
や

す
い

よ
う

に
配

列
さ

れ
て

い
る

。
近

代
的

な
教

育
環

境
に

大
変

満
足

し
て

い
る

。
 

 
日

本
語

教
育

に
つ

い
て

は
、

他
大

学
で

も
日

本
語

を
学

べ
る

が
、

知
人

か
ら

の
情

報
比

較
で

も
、

H
E

D
S

P
I
の

ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
は

高
い

と
思

わ
れ

る
。

 

本
人

の
希

望
で

IT
 関

連
企

業
に

就
職

し
た

卒
業

生
の

比
率

は
高

い
か

。
 

卒
業

生
就

職
状

況
 

基
本

的
に

就
職

活
動

は
本

人
の

意
思

に
し

た
が

っ
て

、
す

な
わ

ち
希

望
す

る
就

職
先

へ
就

職
し

て
い

る
。

H
E

D
S

P
I

第
一

期
生

の
就

職
状

況
は

以
下

の
通

り
で

あ
り

、
決

定
し

て
い

る
学

生
の

就
職

先
は

全
て

IT
関

連
ま

た
は

業
務

と
し

て
IT

を
担

当
す

る
企

業
で

あ
る

。
ま

た
未

決
定

者
も

同
様

で
あ

る
。

 

【
卒

業
生

95
名

、
進

路
調

書
提

出
者

88
名

中
】 

日
系

企
業

30
名

（
内

9
名

は
勤

務
地

日
本

）
、

ﾍ
ﾞﾄ

ﾅ
ﾑ

そ
の

他
企

業
38

名
、

未
決

定
13

名
、

進
学

7
名

 

日
本

語
を

使
っ

て
日

系
IT

 関
連

企
業

で
働

く
卒

業
生

の
数

は
多

い
か

。
 

卒
業

生
就

職
状

況
 

上
述

の
通

り
日

系
企

業
就

職
者

は
30

名
、

34
％

（
対

進
路

調
書

提
出

者
88

名
）

で
あ

り
、

か
な

り
の

高
率

で
あ

る
と

言
え

る
。

 

H
E

D
S

P
I 

へ
の

入
学

希
望

者
が

増
加

す
る

か
。

 
入

学
希

望
者

状
況

 
20

10
 年

か
ら

日
本

留
学

制
度

が
な

くな
り

、
ま

た
授

業
料

が
15

0％
に

引
き

上
げ

ら
れ

た
に

も
関

わ
ら

ず
、

入
学

希
望

者
（

K
55

）
は

前
年

よ
り

多
か

っ
た

。
（
そ

の
後

の
経

緯
は

？
？

？
 

）  

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ目

標
達

成
は

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ
の

ｱ
ｳ

ﾄ
ﾌ
ﾟｯ

ﾄ
の

結
果

で
あ

る
か

。
 

H
E

D
S

P
I 

の
組

織
体

制
お

よ
び

運
営

管
理

ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

が
確

立
さ

れ
、

強
化

さ
れ

る
こ

と
は

P
J

目
標

に
貢

献
す

る
か

。
 

成
果

（
ｱ

ｳ
ﾄ
ﾌ

ﾟｯ
ﾄ
）

5
件

と
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ目

標
の

因
果

関
係

 

・
進

捗
報

告
書

 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

「
H

E
D

SP
I 

ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
が

適
切

に
運

営
管

理
さ

れ
る

」
こ

と
に

直
接

貢
献

す
る

。
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5
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

必
要

な
ﾃ

ﾞｰ
ﾀ
・
情

報
 

情
報

源
 

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
収

集
方

法
 

結
果

 

産
学

連
携

ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

が
確

立
さ

れ
る

こ
と

は
P

J
目

標
に

貢
献

す
る

か
。

 

・
産

業
関

係
者

 
「

H
E

D
SP

I 
ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
が

適
切

に
運

営
管

理
さ

れ
る

」
た

め
に

は
、

ｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ

ﾝ
ｼ
ｯ
ﾌ
ﾟの

実
施

が
不

可
欠

で
あ

り
、

ＩＴ
産

業
の

ﾆ
ｰ

ｽ
ﾞに

適
し

た
教

育
を

実
施

す
る

た
め

に
も

、
産

学
連

携
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

の
構

築
は

不
可

欠
で

あ
る

。
し

た
が

っ
て

直
接

貢
献

す
る

。
 

学
部

に
お

い
て

必
要

な
ｼ

ﾗ
ﾊ

ﾞｽ
、

教
材

等
が

作
成

さ
れ

、
定

期
的

に
改

定
さ

れ
る

こ
と

は
P

J
目

標
に

貢
献

す
る

か
。

 

「
H

E
D

SP
I 

ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
が

適
切

に
運

営
管

理
さ

れ
る

」
こ

と
に

直
接

貢
献

す
る

。
 

社
会

人
向

け
ｲ
ﾝ
ﾃ

ﾝ
ｼ
ﾌ
ﾞｺ

ｰ
ｽ

に
必

要
な

ｼ
ﾗ
ﾊ

ﾞｽ
、

教
材

等
が

作
成

さ
れ

、
定

期
的

に
改

定
さ

れ
る

こ
と

は
P

J
目

標
に

貢
献

す
る

か
。

 

「
H

E
D

SP
I 

ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
が

適
切

に
運

営
管

理
さ

れ
る

」
こ

と
に

直
接

貢
献

す
る

。
 

H
E

D
S

P
I 

ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
を

通
じ

て
IT

 
業

界
向

け
に

必
要

な
IT

 基
礎

知
識

お
よ

び
日

本
語

能
力

を
持

っ
た

学
生

が
教

育
さ

れ
る

こ
と

は
P

J
目

標
に

貢
献

す
る

か
。

 

「
IT

の
基

礎
知

識
お

よ
び

日
本

語
能

力
を

備
え

た
IT

技
術

者
が

輩
出

さ
れ

る
」
に

直
接

貢
献

す
る

。
 

成
果

（
ｱ

ｳ
ﾄﾌ

ﾟｯ
ﾄ）

の
達

成
予

測
 

H
E

D
S

P
I 

の
組

織
体

制
お

よ
び

運
営

管
理

ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

が
確

立
さ

れ
、

強
化

さ
れ

る
か

。
 

・
成

果
（
ｱ

ｳ
ﾄﾌ

ﾟｯ
ﾄ）

5
件

の
達

成
可

能
性

 

・
活

動
・
成

果
の

実
績

 

・
進

捗
報

告
書

 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｱ

ﾝ
ｹ

ｰ
ﾄ調

査
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

 
情

報
通

信
技

術
学

校
（

 
T

he
 

S
ch

oo
l 

of
 

In
fo

rm
at

io
n 

an
d 

C
om

m
un

ic
at

io
n  

Te
ch

no
lo

gy
、

S
oI

C
T
）

 は
、

20
09

 年
5 

月
19

 日
付

の
M

O
E

T
 決

定
に

基
づ

い
て

、
H

U
S

T
の

「
情

報
技

術
学

部
、

F
ac

ul
ty

 o
f 

In
fo

rm
at

io
n 

Te
ch

no
lo

gy
 (

F
IT

) 」
 と

H
E

D
S

P
I
ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
の

統
合

に
よ

り
設

立
さ

れ
た

。
 

 
H

E
D

S
P

I 
推

進
計

画
が

常
時

に
更

新
さ

れ
、

継
続

的
に

実
施

さ
れ

て
い

る
。

 

 
資

金
管

理
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

に
つ

い
て

は
、

H
E

D
SP

I
は

So
IC

T
お

よ
び

H
U

S
T

の
1

学
科

と
い

う
扱

い
で

あ
り

、
予

算
管

理
は

大
学

全
体

で
行

っ
て

い
る

。
大

学
全

体
の

資
金

管
理

と
し

て
の

ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

は
確

立
し

て
い

る
。

F
IT

/H
U

S
T

お
よ

び
H

E
D

S
P

I/
P

IU
事

務
室

か
ら

10
0

名
程

の
教

員
お

よ
び

20
名

程
の

職
員

が
、

S
oI

C
T

の
5

学
部

、
1

ｺ
ﾝ
ﾋ
ﾟｭ

ｰ
ﾀ
ｾ

ﾝ
ﾀ
ｰ

お
よ

び
5

研
究

開
発

ﾗ
ﾎ

ﾞに
配

置
さ

れ
て

い
る

。
 

 
大

学
と

し
て

の
学

生
の

管
理

は
行

わ
れ

て
い

る
。

本
邦

研
修

に
お

い
て

立
命

館
大

学
お

よ
び

慶
應

義
塾

大
学

の
学

生
管

理
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

に
つ

い
て

研
修

を
行

い
、

学
生

管
理

ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

構
築

に
活

用
さ

れ
て

い
る

。
 

 
財

務
ﾚ
ﾎ

ﾟｰ
ﾄは

S
oI

C
T

に
よ

り
、

四
半

期
、

半
年

、
年

度
に

定
期

的
に

作
成

さ
れ

て
い

る
。

 

 
人

材
管

理
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

に
つ

い
て

は
、

S
oI

C
T

内
で

H
E

D
S

P
I

の
授

業
を

担
当

す
る

教
員

に
対

し
て

技
術

移
転

を
行

い
、

P
IU

事
務

局
も

H
E

D
S

P
I
を

支
援

し
て

い
る

。
 

 
H

E
D

S
P

I
の

事
業

管
理

に
つ

い
て

は
、

P
IU

会
議

を
毎

週
定

例
的

に
開

催
し

、
課

題
に

対
応

す
る

体
制

は
整

備
さ

れ
て

い
る

。
H

U
S

T
側

で
は

、
P

IU
会

議
の
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5
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

必
要

な
ﾃ

ﾞｰ
ﾀ
・
情

報
 

情
報

源
 

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
収

集
方

法
 

結
果

 

前
に

内
部

会
議

を
実

施
し

、
有

効
か

つ
効

率
的

な
事

業
管

理
が

実
施

さ
れ

て
い

る
。

 

 
3

室
の

ｺ
ﾝ
ﾋ
ﾟｭ

ｰ
ﾀ
実

習
室

の
12

0
台

の
ﾃ
ﾞｽ

ｸ
ﾄｯ

ﾌ
ﾟ

P
C

は
、

P
J

作
成

の
教

員
用

、
学

生
用

の
「

IT
機

材
の

維
持

管
理

ﾏ
ﾆ
ｭ
ｱ

ﾙ
」
に

基
づ

い
て

維
持

管
理

さ
れ

て
い

る
。

 

産
学

連
携

ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

が
確

立
さ

れ
る

か
。

 

 
H

E
D

S
P

I
賛

同
企

業
ｺ
ﾝ
ｿ
ｰ

ｼ
ｱ

ﾑ
が

組
織

さ
れ

、
ｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ

ﾝ
ｼ
ｯ
ﾌ
ﾟ、

社
会

人
向

け
ｾ

ﾐﾅ
ｰ

、
就

職
活

動
等

に
お

い
て

協
力

を
得

て
い

る
。

20
11

年
7

月
現

在
の

ｺ
ﾝ

ｿ
ｰ

ｼ
ｱ

ﾑ
の

ﾒ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
は

41
社

で
あ

る
。

産
学

連
携

計
画

は
H

U
S

T
側

に
配

置
し

た
担

当
者

に
よ

り
取

り
纏

め
ら

れ
、

産
学

連
携

ﾜ
ｰ

ｷ
ﾝ
ｸ
ﾞｸ

ﾞﾙ
ｰ

ﾌ
ﾟに

お
い

て
、

ｲ
ﾝ

ﾀ
ｰ

ﾝ
ｼ

ｯ
ﾌ
ﾟ、

就
職

活
動

、
寄

付
金

の
募

集
等

に
つ

い
て

協
議

し
て

き
た

。
既

に
G

M
O

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ
ト

社
は

奨
学

金
支

援
の

意
思

を
表

明
し

て
い

る
。

奨
学

金
受

入
用

銀
行

口
座

も
開

設
さ

れ
、

準
備

が
進

ん
で

い
る

。
 

 
H

E
D

S
P

I1
期

生
に

対
し

て
就

職
説

明
会

の
開

催
を

斡
旋

、
仲

介
し

た
。

こ
の

ﾌ
ﾟ

ﾛ
ｾ

ｽ
を

定
着

さ
せ

る
べ

く
P

IU
事

務
局

の
職

員
を

含
め

就
職

先
の

ﾌ
ｫ
ﾛ
ｰ

ｱ
ｯ
ﾌ
ﾟ

ま
で

を
行

っ
て

い
る

。
卒

業
は

6
月

で
あ

り
、

TA
ﾁ
ｰ

ﾑ
は

第
2

期
生

の
就

職
支

援
を

中
途

（
20

12
年

1
月

）ま
で

し
か

対
応

で
き

な
い

。
し

か
し

、
P

IU
事

務
局

と
現

行
企

業
ｺ
ﾝ
ｿ
ｰ

ｼ
ｱ

ﾑ
41

社
と

の
連

携
は

ま
だ

弱
く
、

第
2

期
生

の
進

路
確

保
を

確
実

に
す

る
た

め
何

ら
か

の
措

置
が

必
要

で
あ

る
。

 

 
ベ

ト
ナ

ム
国

内
の

事
情

か
ら

就
職

先
を

明
確

に
申

告
し

な
い

学
生

が
い

る
が

、
内

定
ま

で
に

つ
い

て
は

面
接

や
ｱ

ﾝ
ｹ

ｰ
ﾄに

よ
り

把
握

し
て

き
た

。
H

U
S

T
は

大
学

と
し

て
就

職
支

援
や

追
跡

調
査

は
こ

れ
ま

で
行

っ
て

き
て

い
な

い
。

 

 
ＩＴ

Ｓ
Ｓ

ﾜ
ｰ

ｸ
ｼ
ｮｯ

ﾌ
ﾟは

２
０

０
９

年
１

２
月

、
２

０
１

０
年

８
月

に
開

催
さ

れ
、

ＩＴ
関

連
ｾ

ﾐﾅ
ｰ

を
今

秋
情

報
推

進
機

構
の

協
力

を
得

て
実

施
す

る
予

定
。

 

・
20

09
年

：
T

he
 N

ee
ds

 o
f 

N
at

io
na

l P
la

nn
in

g 
of

 H
um

an
 R

es
ou

rc
es

 S
em

in
ar

（
主

催
：

V
ie

tn
am

 
S

of
tw

ar
e 

A
ss

oc
ia

ti
on

 
（

V
IN

A
S

A
）

、
協

賛
：

V
IN

A
S

A
 

Ja
pa

n 
IT

 C
oo

pe
ra

ti
on

 (
V

JC
) 、

H
E

D
S

P
I）

 

・
20

10
年

：
IT

S
S

 S
em

in
ar

 2
01

0（
主

催
：

H
E

D
S

P
I、

協
賛

：
IP

A
、

V
IN

A
S

A
、

V
IT

E
C

、
JE

T
R

O
、

JI
C

A
）

 

学
部

に
お

い
て

必
要

な
ｼ

ﾗ
ﾊ

ﾞｽ
、

教
材

等
が

作
成

さ
れ

、
定

期
的

に
改

定
さ

れ
る

か
。

 

 ｶ
ﾘ
ｷ

ｭ
ﾗ
ﾑ

調
整

委
員

会
は

四
半

期
毎

に
開

催
さ

れ
、

ｼ
ﾗ
ﾊ

ﾞｽ
・
教

材
の

作
成

状
況

な
ど

を
確

認
し

た
。

 

 ｼ
ﾗ
ﾊ

ﾞｽ
・
教

材
に

つ
い

て
は

立
命

館
大

学
お

よ
び

慶
應

義
塾

大
学

の
協

力
の

も
と

整
備

・
改

訂
を

行
っ

て
い

る
。

現
在

の
ｶ
ﾘ
ｷ

ｭ
ﾗ
ﾑ

V
er

.3
.2

お
よ

び
ｼ
ﾗ
ﾊ

ﾞｽ
･教

材
に

つ
い

て
、

今
後

は
S

oI
C

T
が

最
新

の
IT

事
情

等
を

反
映

さ
せ

な
が

ら
改

訂
し

て
い

く
こ

と
に

な
る

。
 

 授
業

評
価

を
行

う
よ

う
奨

励
し

実
施

し
た

。
継

続
性

と
い

う
点

か
ら

は
ま

だ
十

分
と

は
言

え
な

い
が

、
ベ

ト
ナ

ム
で

授
業

評
価

を
行

う
こ

と
は

こ
れ

ま
で

な
か

っ
た

こ
と

か
ら

大
き

な
ｲ
ﾝ
ﾊ

ﾟｸ
ﾄを

与
え

た
。

 

 S
tu

de
nt

 A
ss

is
ta

nt
（

S
A

）
 ｼ

ｽ
ﾃ
ﾑ

の
導

入
を

図
っ

た
が

、
機

材
が

未
整

備
で

あ
る

こ
と

や
、

大
学

院
生

の
協

力
が

必
要

で
あ

る
こ

と
か

ら
現

状
で

は
H

E
D

S
P

I
卒

業
生

が
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5
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

必
要

な
ﾃ

ﾞｰ
ﾀ
・
情

報
 

情
報

源
 

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
収

集
方

法
 

結
果

 

輩
出

さ
れ

て
お

ら
ず

時
期

尚
早

な
面

が
あ

り
、

H
U

S
T

と
協

議
し

S
A

ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

の
全

面
的

な
採

用
は

断
念

し
た

。
本

件
双

方
合

意
済

み
。

 

 ｶ
ﾘ
ｷ

ｭ
ﾗ
ﾑ

担
当

短
期

専
門

家
派

遣
時

に
定

期
的

に
ｶ
ﾘ
ｷ

ｭ
ﾗ
ﾑ

検
討

委
員

会
を

開
催

し
、

ｶ
ﾘ
ｷ

ｭ
ﾗ
ﾑ

の
運

営
、

ｼ
ﾗ
ﾊ

ﾞｽ
の

見
直

し
、

今
後

の
課

題
な

ど
幅

広
く
協

議
を

重
ね

た
。

 

 学
生

の
教

材
等

に
対

す
る

満
足

度
に

つ
い

て
は

、
20

10
年

5
月

実
施

ｱ
ﾝ
ｹ

ｰ
ﾄ結

果
は

以
下

の
通

り
（
カ

ッ
コ

内
は

「
と

て
も

分
か

り
や

す
い

」
あ

る
い

は
「
分

か
り

や
す

い
」

の
割

合
）
。

①
D

at
a 

M
od

el
in

g 
（

86
%

）
、

②
W

eb
 

P
ro

gr
am

in
g（

84
%

）
、

③
C

om
pu

te
r 

S
ys

te
m

（
78

%
）
、

④
W

eb
 

In
fo

rm
at

io
n 

S
ys

te
m

 
（

73
%

）
、

⑤
St

ru
ct

ur
ed

 P
ro

gr
am

m
in

g（
44

%
）
、

⑥
N

et
w

or
k 

P
ro

gr
am

m
in

g 
（

42
%

）、
⑦

In
fo

rm
at

io
n 

S
ec

ur
ity

 （
14

%
） 

社
会

人
向

け
ｲ
ﾝ
ﾃ

ﾝ
ｼ
ﾌ
ﾞｺ

ｰ
ｽ

に
必

要
な

ｼ
ﾗ
ﾊ

ﾞｽ
、

教
材

等
が

作
成

さ
れ

、
定

期
的

に
改

定
さ

れ
る

か
。

 

 H
U

S
T

側
で

ｲ
ﾝ
ﾃ
ﾝ
ｼ
ﾌ
ﾞｺ

ｰ
ｽ

担
当

者
を

配
置

し
事

務
的

な
協

議
は

随
時

行
っ

て
い

る
。

ま
た

、
P

IU
会

議
に

お
い

て
も

日
程

、
参

加
費

、
会

場
、

担
当

教
員

の
配

置
等

に
つ

い
て

協
議

し
て

い
る

。
 

 ｼ
ﾗ
ﾊ

ﾞｽ
、

講
義

ｼ
ﾅ

ﾘ
ｵ

、
教

材
は

既
に

作
成

さ
れ

て
お

り
、

第
1

回
目

の
ｺ
ｰ

ｽ
は

20
10

年
12

月
13

日
～

17
日

開
催

済
み

。
参

加
者

に
対

す
る

ｱ
ﾝ
ｹ

ｰ
ﾄ調

査
を

ﾌ
ｨｰ

ﾄﾞ
ﾊ

ﾞｯ
ｸ
し

、
ｺ
ｰ

ｽ
内

容
の

見
直

し
を

行
っ

た
。

 

【
評

価
結

果
】 

人
的

技
術

ｺ
ｰ

ｽ
 

E
xc

el
le

nt
 1

%
、

G
oo

d 
30

%
、

A
ve

ra
ge

 4
4%

、
N

o 
go

od
 2

5%
、

B
ad

 1
%

 

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
コ

ー
ス

 

E
xc

el
le

nt
 2

0%
、

G
oo

d 
80

%
  

ｿ
ﾌ
ﾄｳ

ｪｱ
開

発
及

び
品

質
管

理
ｺ
ｰ

ｽ
 

G
oo

d 
75

%
、

A
ve

ra
ge

 2
5%

 

 今
秋

第
２

回
ｲ
ﾝ
ﾃ
ﾝ
ｼ
ﾌ
ﾞｺ

ｰ
ｽ

を
開

催
予

定
。

 

H
E

D
S

P
I 

ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
を

通
じ

て
IT

 
業

界
向

け
に

必
要

な
IT

 基
礎

知
識

お
よ

び
日

本
語

能
力

を
持

っ
た

学
生

が
教

育
さ

れ
る

か
。

 

ｶ
ﾘ
ｷ

ｭ
ﾗ
ﾑ

に
沿

っ
て

１
年

生
～

５
年

生
の

授
業

を
実

施
中

。
 

F
E

試
験

結
果

 

年
月

 
受

験
者

数
 

合
格

者
数

 
合

格
率

 
全

体
合

格
率

 

20
09

年
10

月
 

10
2 

43
 

42
.2

 
16

.0
6 

20
10

年
4

月
 

12
3 

44
 

35
.8

 
22

.1
 

20
10

年
10

月
 

14
4 

72
 

50
 

30
.3

 

20
11

年
3

月
 

54
 

25
 

46
.3

 
26

.5
 

合
計

 
42

3 
18

4 
43

.5
 

23
.7

2 
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5
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

必
要

な
ﾃ

ﾞｰ
ﾀ
・
情

報
 

情
報

源
 

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
収

集
方

法
 

結
果

 

S
W

試
験

で
は

48
人

が
受

験
し

、
9

人
が

合
格

（
合

格
率

19
％

）
。

同
試

験
に

S
oI

C
T

学
生

4
人

が
合

格
。

 

日
本

語
能

力
試

験
結

果
 

期
別

 
1

級
 

2
級

 
3

級
 

N
2 

N
3 

K
51

 
1 

21
 

14
 

3 
20

 

K
52

 
集

計
中

 

K
53

 
 

 
58

 
3 

11
 

K
54

 
 

 
 

 
6 

 

有
効

性
に

貢
献

・
阻

害
す

る
要

因
は

あ
る

か
（
成

果
か

ら
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ目

標
に

向
け

た
）
。

 

【
阻

害
要

因
】 

・
貢

献
要

因
（
な

し
） 

・
阻

害
要

因
 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｱ

ﾝ
ｹ

ｰ
ﾄ調

査
 

大
学

の
教

育
･研

究
･学

習
の

環
境

、
大

学
の

仕
組

み
や

教
育

ス
タ

イ
ル

、
社

会
の

慣
習

、
M

O
E

T
と

H
U

S
T

と
の

関
係

、
教

育
や

留
学

に
関

す
る

各
種

法
律

な
ど

に
つ

い
て

、
日

本
と

ベ
ト

ナ
ム

で
は

種
々

違
い

が
あ

り
、

事
業

を
進

め
る

に
際

し
て

は
、

こ
れ

ら
の

相
違

を
十

分
に

理
解

す
る

必
要

が
あ

っ
た

。
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5

項
目

 
大

項
目

 
小

項
目

 
必

要
な

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
・
情

報
 

情
報

源
 

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
収

集
方

法
 

結
果

 

効率性 

（Efficiency） 

投
入

実
績

の
達

成
状

況
 

投
入

の
規

模
（
専

門
家

・
C

/P
・
資

金
・
機

材
）
は

適
当

で
あ

る
か

。
 

・P
D

M
 

・P
O

 

・
類

似
案

件
資

料
 

・
ﾓ

ﾆ
ﾀ
ﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞ報

告
書

 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
質

問
票

 

・
専

門
家

：
 長

期
専

門
家

と
し

て
ﾁ

ｰ
ﾌ
ｱ

ﾄﾞ
ﾊ

ﾞｲ
ｻ

ﾞｰ
、

ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
ﾏ

ﾈ
ｼ

ﾞｬ
ｰ

、
業

務
調

整
員

を
配

置
し

、
業

務
に

応
じ

て
各

専
門

分
野

担
当

短
期

専
門

家
を

27
名

派
遣

し
た

。
 

・
C

/P
：

 H
U

S
T

副
学

長
以

下
、

合
計

47
名

の
C

/P
が

配
置

さ
れ

た
。

 

・
資

金
：

 P
J

実
施

に
必

要
な

経
費

は
日

ベ
双

方
分

担
し

、
適

切
に

支
出

さ
れ

た
。

 

・
機

材
：

 本
件

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄの

機
材

は
円

借
款

に
よ

る
調

達
機

材
を

活
用

し
た

。
 

投
入

の
質

（
専

門
家

・
C

/P
・

資
金

・
機

材
）
は

適
当

で
あ

る
か

。
 

・
専

門
家

：
 日

本
の

IT
教

育
を

リ
ー

ド
す

る
立

命
館

大
学

、
慶

應
義

塾
大

学
の

教
員

を
中

心
と

し
、

関
連

民
間

企
業

か
ら

の
専

門
家

も
配

置
。

 

・
C

/P
：

 ベ
ト

ナ
ム

の
工

学
系

大
学

の
最

高
峰

の
H

U
S

T
の

教
員

を
配

置
 

・
資

金
：

 P
J

実
施

に
必

要
な

経
費

は
日

ベ
双

方
分

担
し

、
適

切
に

支
出

さ
れ

た
。

 

・
機

材
：
本

件
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄの

機
材

は
円

借
款

に
よ

る
調

達
機

材
を

活
用

し
た

。
 

投
入

の
ﾀ

ｲ
ﾐ
ﾝ

ｸ
ﾞは

適
当

で
あ

る
か

。
 

・
専

門
家

：
 長

期
専

門
家

、
C

/P
に

よ
り

P
IU

で
短

期
専

門
家

派
遣

の
計

画
を

立
案

し
、

ﾀ
ｲ
ﾐﾝ

ｸ
ﾞは

十
分

に
調

整
さ

れ
た

。
 

・
C

/P
：

 日
本

人
専

門
家

同
様

に
P

IU
に

よ
り

議
論

さ
れ

調
整

さ
れ

た
。

 

・
資

金
：

 P
J

実
施

に
必

要
な

経
費

は
日

ベ
双

方
分

担
し

、
適

切
に

支
出

さ
れ

た
。

 

・
機

材
：

 円
借

款
に

よ
る

機
材

調
達

が
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ活

動
に

合
わ

せ
て

適
切

な
時

期
に

調
達

さ
れ

な
か

っ
た

。
 

成
果

の
達

成
状

況
 

成
果

達
成

の
上

で
阻

害
要

因
が

生
じ

て
い

る
か

。
 

低
実

績
の

成
果

が
あ

れ
ば

そ
の

理
由

？
 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

 
全

て
の

成
果

は
所

期
の

計
画

通
り

に
達

成
さ

れ
る

見
込

み
で

あ
る

が
、

産
学

連
携

ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

に
関

し
て

、
学

生
の

就
職

活
動

に
お

け
る

大
学

側
の

支
援

ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

の
確

立
に

つ
い

て
日

本
と

ベ
ト

ナ
ム

の
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

の
相

違
に

よ
り

理
解

を
得

る
こ

と
が

困
難

で
あ

っ
た

。
 

 
円

借
款

P
J
の

F
/S

に
つ

い
て

ベ
ト

ナ
ム

側
は

以
下

の
点

に
つ

い
て

修
正

し
た

が
、

こ
の

趣
旨

に
つ

い
て

の
共

通
理

解
が

不
十

分
で

あ
っ

た
た

め
、

成
果

達
成

の
阻

害
要

因
と

な
っ

た
。

 

①
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄﾏ

ﾈ
ｼ
ﾞﾒ

ﾝ
ﾄ業

務
の

ｺ
ﾝ
ｻ

ﾙ
ﾀ
ﾝ
ﾄの

役
務

費
を

低
価

に
設

定
 

②
日

本
語

教
師

の
手

当
て

を
低

価
に

設
定

 

③
大

学
院

充
実

を
含

む
研

究
活

動
を

内
容

に
含

む
。

 

P
M

U
、

P
IU

会
議

等
は

効
率

的
に

開
催

さ
れ

て
い

る
か

。
 

P
M

U
、

P
IU

等
の

参
加

者
の

評
価

 
・
専

門
家

 

・
C

/P
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

 
P

M
U

は
H

U
S

T
副

学
長

を
ﾃ
ﾞｨ

ﾚ
ｸ
ﾀ
ｰ

と
し

、
P

IU
ﾒ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
9

名
、

関
連

7
部

局
の

代
表

者
7

名
、

H
U

S
T

関
係

者
3

名
の

合
計

20
名

に
よ

り
組

織
さ

れ
、

定
例

会
議

に
よ

り
H

E
D

SP
I
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄを

総
括

し
て

い
る

。
 

 
P

IU
は

基
本

的
に

週
に

1
回

の
会

議
を

行
っ

て
お

り
、

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ進

捗
管

理
を

行
っ

て
い

る
。

 

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ目

標
は

投
入

に
見

合
っ

て
類

似
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ
と

比
べ

適
当

で
あ

・ P
D

M
 

・
部

内
資

料
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

【
ﾗ
ｵ

ｽ
国

立
大

学
IT

 ｻ
ｰ

ﾋ
ﾞｽ

産
業

人
材

育
成

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ 

】 
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5
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

必
要

な
ﾃ

ﾞｰ
ﾀ
・
情

報
 

情
報

源
 

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
収

集
方

法
 

結
果

 

い
る

か
。

 
る

か
。

 
・P

O
 

・
類

似
案

件
資

料
 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

 
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ目

標
「
ﾗ
ｵ

ｽ
国

立
大

学
（

N
U

O
L
）
工

学
部

IT
 学

科
に

よ
る

研
究

生
ｺ
ｰ

ｽ
を

通
じ

て
、

IT
 ｻ

ｰ
ﾋ
ﾞｽ

市
場

に
応

じ
た

人
材

が
育

成
さ

れ
る

」
 

 協
力

期
間

：
5

年
間

 

【
ｷ

ﾙ
ｷ

ﾞｽ
国

ＩＴ
人

材
育

成
（
国

立
ＩＴ

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

）
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ】

 

 
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ目

標
「
国

立
IT

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

が
、

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ期

間
（

3
年

間
）
の

終
了

時
点

に
お

い
て

、
高

度
な

ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
の

IT
技

術
者

の
研

修
機

関
と

し
て

適
切

に
機

能
す

る
」  

 協
力

期
間

：
3

年
間

 

【
ﾌ
ｨﾘ

ﾋ
ﾟﾝ

国
ＩＴ

人
育

成
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ】

 

 
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ目

標
「
「
ﾌ
ｨﾘ

ﾋ
ﾟﾝ

IT
 産

業
界

の
ﾆ
ｰ

ｽ
ﾞに

合
っ

た
IT

 研
修

を
大

学
卒

業
生

お
よ

び
IT

 技
術

者
に

対
し

て
効

率
的

に
実

施
で

き
る

よ
う
に

な
る

。
」 

 協
力

期
間

：
4

年
間

 

投
入

・
活

動
と

成
果

（
ｱ

ｳ
ﾄ
ﾌ
ﾟｯ

ﾄ
）
の

因
果

関
係

 

活
動

か
ら

成
果

に
至

る
外

部
条

件
に

よ
る

成
果

達
成

へ
の

影
響

 

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄに

参
加

し
た

C
/P

の
H

E
D

S
P

I
活

動
へ

の
継

続
性

の
成

果
達

成
へ

の
影

響
 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
質

問
票

 

C
/P

の
P

J
実

施
途

中
で

の
異

動
は

ほ
と

ん
ど

な
く
、

成
果

達
成

に
向

け
た

活
動

実
施

に
問

題
は

な
か

っ
た

。
 

円
借

款
を

用
い

た
IT

設
備

及
び

機
材

の
調

達
の

適
切

性
の

成
果

達
成

へ
の

影
響

 

円
借

款
に

よ
る

機
材

調
達

に
遅

れ
が

あ
っ

た
た

め
、

計
画

さ
れ

て
い

た
最

先
端

の
技

術
移

転
を

行
う
の

に
支

障
が

あ
っ

た
。

し
か

し
な

が
ら

日
本

人
専

門
家

及
び

C
/P

の
創

意
工

夫
努

力
に

よ
り

、
代

替
案

に
よ

り
大

き
く
ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
を

下
げ

る
こ

と
な

く
技

術
移

転
は

完
了

の
見

込
み

。
 

他
案

件
と

の
連

携
 

円
借

款
と

の
連

携
 

連
携

の
有

無
・

程
度

・
内

容
 

・
専

門
家

 

・
JI

C
A

事
務

所
 

・
関

連
文

書
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

 
事

業
の

目
的

：
ベ

ト
ナ

ム
の

IT
分

野
の

教
育

・
研

究
活

動
に

先
導

的
役

割
を

果
た

す
大

学
に

お
い

て
ﾓ

ﾃ
ﾞﾙ

教
育

ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
を

実
施

し
、

IT
分

野
で

の
教

育
水

準
を

向
上

さ
せ

る
こ

と
に

よ
り

、
IT

分
野

の
教

育
機

関
及

び
IT

産
業

の
た

め
に

優
秀

な
人

材
の

育
成

を
図

り
、

も
っ

て
IT

技
術

の
進

展
を

通
じ

た
同

国
の

産
業

競
争

力
の

強
化

に
寄

与
す

る
も

の
。

 

 
事

業
概

要
：
ﾊ

ﾉ
ｲ
工

科
大

学
に

お
い

て
、

以
下

の
と

お
り

事
業

の
実

施
に

必
要

な
機

材
調

達
、

ｻ
ｰ

ﾋ
ﾞｽ

の
提

供
を

行
う

も
の

。
①

 日
本

語
教

育
の

実
施

 
②

 
留

学
生

の
派

遣
 

③
 教

育
用

資
機

材
の

調
達

 
④

 コ
ン

サ
ル

テ
ィ
ン

グ
・
サ

ー
ビ

ス
（
留

学
補

助
・
機

材
入

札
・
施

工
管

理
等

）
 

 
総

事
業

費
：

6,
40

8 
百

万
円

（
う
ち

円
借

款
対

象
額

5,
42

2 
百

万
円

) 

 
ｽ

ｹ
ｼ
ﾞｭ

ｰ
ﾙ

：2
00

6
年

4
月

～
20

14
年

8
月

を
予

定
（
計

10
1

ヶ
月

） 

技
術

協
力

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄと

の
連

携
 

連
携

の
有

無
・

程
度

・
内

容
 

・
専

門
家

 

・
JI

C
A

事
務

所
 

・
関

連
文

書
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

ﾍ
ﾞﾄ

ﾅ
ﾑ

日
本

人
財

協
力

ｾ
ﾝ

ﾀ
ｰ

（
V

ie
tn

am
 

– 
Ja

pa
n 

H
um

an
 

R
es

ou
rc

es
 

C
oo

pe
ra

tio
n 

C
en

te
r ：

V
JC

C
）
（
厳

密
に

は
技

術
協

力
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄで

は
な

い
が

）
と

の
連

携
に

よ
り

、
卒

業
生

と
日

系
企

業
と

の
接

点
の

開
拓

を
行

っ
た

。
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5
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

必
要

な
ﾃ

ﾞｰ
ﾀ
・
情

報
 

情
報

源
 

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
収

集
方

法
 

結
果

 

実
施

体
制

 

Jo
in

t C
oo

rd
in

at
io

n 
C

om
m

it
te

e 
(J

C
C

) 
機

能
し

て
い

た
か

 
・
専

門
家

 

・
C

/P
 

ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

20
11

年
5

月
25

日
に

実
施

さ
れ

、
進

捗
確

認
、

課
題

の
抽

出
、

対
応

策
の

検
討

、
今

後
の

計
画

確
認

な
ど

、
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ実

施
に

必
要

な
議

論
及

び
情

報
共

有
を

行
っ

た
。

 

P
ro

je
ct

 
Im

pl
em

en
ta

ti
on

 
U

ni
t 

(P
IU

) 
機

能
し

て
い

た
か

 
・
専

門
家

 

・
C

/P
 

ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

P
IU

は
基

本
的

に
週

に
1

回
の

会
議

を
行

っ
て

お
り

、
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ進

捗
管

理
を

行
っ

て
い

る
。

 

P
ro

je
ct

 
M

an
ag

em
en

t 
U

ni
t 

(P
M

U
) 

機
能

し
て

い
た

か
 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

P
M

U
は

H
U

S
T

副
学

長
を

ﾃ
ﾞｨ

ﾚ
ｸ
ﾀ
ｰ

と
し

、
P

IU
ﾒ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
9

名
、

関
連

7
部

局
の

代
表

者
7

名
、

H
U

S
T

関
係

者
3

名
の

合
計

20
名

に
よ

り
組

織
さ

れ
、

定
例

会
議

に
よ

り
H

E
D

S
P

I
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄを

総
括

し
て

い
る

。
 

関
連

省
庁

（
教

育
訓

練
省

等
） 

機
能

し
て

い
た

か
(連

絡
協

力
体

制
) 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

P
M

U
は

関
係

省
庁

の
関

係
者

で
構

成
さ

れ
て

お
り

、
P

IU
ﾒ
ﾝ
ﾊ

ﾞｰ
も

入
っ

て
お

り
、

関
連

省
庁

と
の

連
絡

協
力

体
制

は
確

保
さ

れ
た

。
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5

項
目

 
大

項
目

 
小

項
目

 
必

要
な

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
・
情

報
 

情
報

源
 

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
収

集
方

法
 

結
果

 

ｲﾝﾊﾟｸﾄ 

（Impact） 

上
位

目
標

は
達

成
の

見
込

み
 

上
位

目
標

達
成

の
見

込
み

 

IT
S

S
3

相
当

ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
の

IT
関

連
分

野
に

従
事

す
る

卒
業

生
の

十
分

な
人

数
輩

出
の

見
込

み
 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

・
関

連
文

書
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

上
位

目
標

「
IT

及
び

IT
関

連
分

野
に

対
し

、
IT

 S
ki

ll
 S

ta
nd

ar
d

ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
3

相
当

の
人

材
が

十
分

に
供

給
さ

れ
る

よ
う
に

な
る

」
に

つ
い

て
は

、
F

E
試

験
に

お
い

て
高

い
合

格
率

を
示

し
て

お
り

、
上

位
目

標
の

達
成

の
可

能
性

は
高

い
。

 

上
位

目
標

の
達

成
に

よ
り

、
ベ

ト
ナ

ム
の

開
発

計
画

に
貢

献
す

る
か

。
 

ベ
ト

ナ
ム

の
開

発
計

画
と

の
整

合
性

は
あ

る
か

 
国

家
戦

略
開

発
計

画
 

ﾍ
ﾞﾄ

ﾅ
ﾑ

を
IT

強
国

と
す

る
提

案
（

17
55

/Q
D

- 
T

T
ｇ
）

 
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

喫
緊

の
課

題
で

あ
る

不
足

す
る

IT
人

材
育

成
に

直
接

貢
献

す
る

も
の

で
あ

る
。

 

上
位

目
標

の
達

成
は

、
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ

目
標

達
成

の
結

果
で

あ
る

か
。

 

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ目

標
と

上
位

目
標

の
因

果
関

係
は

明
確

か
 

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ目

標
と

上
位

目
標

の
因

果
関

係
 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

上
位

目
標

「
IT

及
び

IT
関

連
分

野
に

対
し

、
IT

 S
ki

ll
 S

ta
nd

ar
d

ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
3

相
当

の
人

材
が

十
分

に
供

給
さ

れ
る

よ
う

に
な

る
」
に

つ
い

て
、

2
つ

の
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ目

標
と

直
接

因
果

関
係

を
持

つ
も

の
と

し
て

ﾃ
ﾞｻ

ﾞｲ
ﾝ
さ

れ
た

も
の

で
あ

る
。

 

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ目

標
か

ら
上

位
目

標
に

至
る

外
部

条
件

 

ベ
ト

ナ
ム

国
経

済
状

況
と

上
位

目
標

発
現

状
況

の
関

係
 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

ベ
ト

ナ
ム

の
国

家
戦

略
と

し
て

IT
大

国
を

目
指

す
方

針
が

打
ち

立
て

ら
れ

て
い

る
た

め
、

IT
S

S
保

有
人

材
が

十
分

に
供

給
さ

れ
る

こ
と

は
ベ

ト
ナ

ム
の

経
済

発
展

に
貢

献
す

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

て
い

る
。

昨
今

の
円

高
の

影
響

も
あ

り
日

本
か

ら
の

投
資

も
増

え
る

こ
と

が
予

想
さ

れ
る

。
 

波
及

効
果

 
IT

S
S

3
相

当
ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
の

IT
関

連
分

野
に

従
事

す
る

卒
業

生
の

十
分

な
人

数
輩

出
に

よ
る

効
果

 

ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄの

影
響

の
有

無
と

程
度

に
係

る
意

見
 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

 
日

系
企

業
に

よ
る

日
本

語
能

力
の

あ
る

IT
人

材
の

十
分

な
人

数
の

確
保

方
針

は
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
で

確
認

で
き

た
。

質
的

な
ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
確

保
も

重
要

な
ﾌ
ｧ
ｸ
ﾀ
ｰ

で
あ

る
が

、
H

E
D

S
P

I
ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
に

よ
り

日
本

に
留

学
し

た
学

生
の

内
、

一
期

生
が

立
命

館
大

学
、

慶
應

義
塾

大
学

の
両

方
を

首
席

で
卒

業
し

た
。

こ
れ

は
H

U
S

T
及

び
H

E
D

S
P

I
ﾌ
ﾟﾛ

ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
の

水
準

の
高

さ
を

証
明

す
る

も
の

で
あ

る
。

 

 
第

一
期

生
の

優
秀

な
学

生
の

多
く
は

、
従

来
を

上
回

る
大

卒
初

任
給

で
厚

遇
さ

れ
て

い
る

。
ま

た
企

業
ｺ
ﾝ
ｿ
ｰ

ｼ
ｱ

ﾑ
参

加
企

業
数

は
増

加
し

て
お

り
、

注
目

度
は

高
ま

っ
て

お
り

、
求

人
数

の
増

加
が

見
込

ま
れ

る
。

 

上
位

目
標

に
貢

献
・
阻

害
す

る
要

因
は

あ
る

か
。

 

阻
害

要
因

 
上

位
目

標
へ

の
阻

害
要

因
 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

現
状

で
は

阻
害

要
因

は
な

い
と

思
わ

れ
る

。
IT

S
S

の
取

得
に

は
実

務
経

験
が

必
要

で
あ

る
た

め
、

卒
業

生
が

IT
関

連
で

就
業

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
場

合
に

は
、

H
E

D
S

P
Iﾌ

ﾟ
ﾛ
ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
そ

の
も

の
の

存
在

意
義

が
問

わ
れ

る
が

、
ベ

ト
ナ

ム
政

府
の

方
針

、
日

系
企

業
の

現
況

か
ら

、
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ目

標
が

達
成

さ
れ

る
こ

と
に

よ
り

、
上

位
目

標
は

十
分

に
達

成
さ

れ
る

こ
と

が
見

込
ま

れ
る

。
 

貢
献

要
因

 
上

位
目

標
へ

の
貢

献
要

因
 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

第
一

期
生

の
大

半
は

IT
関

係
ま

た
は

一
般

企
業

内
で

IT
業

務
を

担
当

す
る

こ
と

と
な

っ
て

い
る

た
め

、
IT

S
S

に
必

要
と

さ
れ

る
業

務
経

験
を

積
む

こ
と

が
可

能
で

あ
る

。
今

後
十

分
に

IT
業

界
に

必
要

と
さ

れ
る

H
U

S
T

ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
の

人
材

に
係

る
需

要
を

分
析

し
、

H
E

D
S

P
Iﾌ

ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
の

定
員

の
調

整
が

必
要

で
あ

る
。

企
業

ｺ
ﾝ
ｿ
ｰ

ｼ
ｱ

ﾑ
参

加
企

業
の

増
加

か
ら

考
え

、
定

員
増

の
必

要
性

も
あ

り
得

る
。
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5

項
目

 
大

項
目

 
小

項
目

 
必

要
な

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
・
情

報
 

情
報

源
 

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
収

集
方

法
 

結
果

 

自立発展性 

（Sustainability） 

政
策

的
支

援
は

持
続

す
る

か
。

 

国
家

政
策

に
お

け
る

IT
教

育
ｾ

ｸ
ﾀ

ｰ
へ

の
継

続
的

支
援

が
期

待
で

き
る

か
。

 

国
家

開
発

戦
略

に
お

け
る

IT
教

育
ｾ

ｸ
ﾀ

ｰ
の

重
要

度
 

・
ﾍ

ﾞﾄ
ﾅ

ﾑ
を

IT
強

国
と

す
る

提
案

（
17

55
/Q

D
- 

T
T
ｇ
）

 

・
M

O
E

T
 

・
資

料
ﾚ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

・
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

IT
発

展
促

進
、

人
材

開
発

政
策

に
つ

い
て

は
、

20
09

年
の

「
20

15
年

を
目

標
と

す
る

IT
人

材
開

発
総

合
計

画
お

よ
び

20
20

年
ま

で
の

そ
の

方
向

付
け

」
や

、
20

10
年

に
発

効
し

た
「

IT
ｾ

ｸ
ﾀ
ｰ

の
開

発
促

進
に

関
す

る
具

体
的

な
行

動
計

画
」
に

引
き

続
き

、
20

10
年

9
月

22
日

付
通

信
情

報
省

大
臣

の
「
ﾍ

ﾞﾄ
ﾅ

ﾑ
を

IT
強

国
と

す
る

提
案

（
17

55
/Q

D
- 

T
T

ｇ
）
」
が

承
認

さ
れ

、
政

府
決

定
さ

れ
た

。
そ

の
全

体
目

標
は

「
国

際
基

準
に

則
っ

た
情

報
技

術
人

材
を

育
成

し
、

ｿ
ﾌ
ﾄｳ

ｪｱ
産

業
と

ﾃ
ﾞｼ

ﾞﾀ
ﾙ

・
ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾝ
ﾂ

と
先

端
経

済
を

実
現

す
る

ｻ
ｰ

ﾋ
ﾞｽ

業
を

は
じ

め
IT

産
業

を
構

築
し

、
輸

出
と

G
D

P
成

長
促

進
に

貢
献

す
る

」
で

あ
り

、
IT

産
業

発
展

と
IT

技
術

人
材

育
成

を
提

唱
し

て
い

る
。

今
後

も
継

続
的

な
政

策
的

な
支

援
は

持
続

す
る

と
考

え
ら

れ
る

。
 

実
施

機
関

に
事

業
を

継
続

す
る

能
力

が
備

わ
っ

て
い

る
か

 

事
業

を
継

続
す

る
H

U
S

T
内

の
組

織
の

担
保

は
あ

る
か

 

将
来

時
点

に
お

け
る

H
U

S
T

内
に

お
け

る
IT

教
育

分
野

強
化

傾
向

継
続

の
見

込
み

 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

 
資

金
管

理
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

、
学

生
管

理
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

、
設

備
管

理
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

は
、

ほ
ぼ

確
立

し
て

お
り

、
定

期
的

な
見

直
し

も
現

在
も

P
IU

会
議

に
よ

り
行

っ
て

お
り

、
継

続
的

に
実

施
さ

れ
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。
 

 
教

員
の

再
生

ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

の
構

築
は

現
在

の
H

U
S

T
で

は
確

立
さ

れ
て

お
ら

ず
、

教
員

候
補

者
の

博
士

取
得

ま
で

の
可

能
性

は
、

海
外

留
学

、
国

内
他

大
学

で
の

対
応

に
頼

っ
て

い
る

。
教

員
再

生
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

を
自

己
完

結
す

る
よ

う
、

長
期

的
な

対
応

を
検

討
す

る
必

要
が

あ
る

。
 

 
事

業
を

効
果

的
に

継
続

す
る

た
め

に
は

、
H

E
D

SP
Iﾌ

ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ

ﾑ
、

IT
S

S
に

つ
い

て
の

広
報

活
動

を
更

に
強

化
す

る
必

要
が

あ
る

。
 

IT
教

育
向

上
に

向
け

た
努

力
は

ﾌ
ﾟ

ﾛ
ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ終

了
後

も
継

続
さ

れ
る

か
 

P
IU

、
P

M
U

の
事

業
実

施
能

力
 

・
専

門
家

 

・
C

/P
 

ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

 
P

IU
、

P
M

U
は

継
続

的
に

事
業

を
実

施
し

続
け

る
こ

と
が

可
能

で
あ

る
と

思
わ

れ
る

が
、

日
進

月
歩

の
IT

分
野

の
先

端
性

を
維

持
す

る
た

め
に

は
、

時
代

に
即

し
た

教
育

内
容

へ
の

対
応

が
必

要
で

あ
る

。
ｼ

ﾗ
ﾊ

ﾞｽ
の

改
訂

な
ど

に
つ

い
て

は
能

力
を

有
し

て
い

る
と

考
え

ら
れ

る
も

の
の

、
定

期
的

な
施

設
機

材
の

更
新

は
高

額
の

経
費

支
出

を
伴

う
も

の
で

あ
り

、
十

分
な

予
算

措
置

を
必

要
と

し
て

い
る

。
 

 
ま

た
優

秀
な

日
本

語
教

員
（
日

本
人

含
む

）
の

確
保

に
も

20
04

年
の

円
借

款
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ以

降
の

予
算

措
置

が
必

要
で

あ
る

。
現

在
の

H
U

S
T

に
は

日
本

で
博

士
取

得
（
日

本
滞

在
5

年
と

8
年

）し
た

2
名

の
教

官
が

い
る

の
で

、
専

門
分

野
以

外
に

日
本

語
教

育
に

つ
い

て
の

配
置

も
検

討
中

で
あ

る
。

 

 
円

借
款

対
象

で
あ

る
4

期
生

以
降

の
H

U
S

T
側

の
対

応
を

見
る

限
り

5
期

生
、

6
期

生
を

そ
れ

ぞ
れ

12
0

名
の

定
員

で
受

け
入

れ
て

い
る

た
め

、
H

E
D

S
P

I
教

育
を

継
続

す
る

意
思

は
十

分
あ

る
と

言
え

る
。

 

移
転

さ
れ

た
技

術
は

定
着

す
る

か
 

移
転

さ
れ

た
技

術
は

H
U

S
T

内
及

び
ベ

ト
ナ

ム
国

内
で

普
及

し
て

い
く

か
 

関
係

者
の

意
見

 
・
専

門
家

 

・
C

/P
 

ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

 
M

O
E

T
は

H
E

D
S

P
I
の

成
果

を
ベ

ト
ナ

ム
の

他
の

大
学

へ
も

波
及

さ
せ

る
こ

と
を

計
画

中
で

あ
る

。
し

か
し

な
が

ら
H

U
S

T
の

更
な

る
強

化
の

方
が

先
決

で
あ

り
、

他
大

学
へ

の
普

及
の

た
め

の
十

分
な

人
材

の
確

保
な

ど
も

検
討

課
題

で
あ

る
。

 

 
H

U
S

T
は

20
10

年
5

月
に

研
究

ﾗ
ﾎ

ﾞ構
想

に
つ

い
て

、
ま

た
20

11
年

3
月

に
25

件
の

研
究

テ
ー

マ
を

設
定

し
て

方
向

性
を

示
し

て
お

り
、

こ
れ

ら
に

つ
い

て
の

緊
急

の
対

応
が

期
待

さ
れ

る
。

 

財
政

的
支

援
は

現
在

の
支

援
状

況
と

比
べ

今
後

の
予

算
措

置
将

来
計

・
C

/P
 

ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞｭ

ｰ
 

20
14

年
ま

で
の

円
借

款
ﾌ
ﾟﾛ

ｼ
ﾞｪ

ｸ
ﾄ期

間
内

に
お

い
て

は
、

施
設

機
材

の
更

新
、

日
本
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5
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

必
要

な
ﾃ

ﾞｰ
ﾀ
・
情

報
 

情
報

源
 

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
収

集
方

法
 

結
果

 

持
続

す
る

か
。

 
向

上
が

期
待

で
き

る
か

。
 

画
 

語
教

師
の

手
当

て
等

は
確

保
可

能
で

あ
る

と
思

わ
れ

る
が

、
そ

れ
以

降
の

安
定

的
な

運
営

の
た

め
の

予
算

措
置

計
画

を
早

急
に

立
案

す
る

必
要

が
あ

る
。
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付属資料⑤：面談記録 

日時 9 月 5 日（月） 
08:00～08:45 

訪問機関 HUST 主な目的 プロジェクトディレクタ
ー表敬 

場所 HUST 面談相手 HUST 副学長：Prof. Dr. Nguyen Canh LUONG 
SoICT スクール長：Prof. Dr. Huynh Quyet Thang 

内容  大前よりプロジェクト評価について概略説明（監査ではなく、将来に向けた評価行為であり、肯定的・否定
的両面から双方合同でプロジェクトの結果について評価する。その他、一般的 JICA 終了時評価手法につ
いて説明） 

 【副学長】大学を代表しプロジェクト実施に謝意を表す。JICAの調査を3回経験しており、十分に必要性に
ついては理解している。肯定・否定双方の議論了解。既に副大臣も参加した JCC の報告書は提出してい
るように、本件プロジェクトの成果は本国の IT 教育に大きく貢献している。今回の終了時評価では HUST の
全ての情報を提供する。マスコミを通じて日本の、特に震災による経済状況については理解している。し
かし ODA に対して従来通りの対応をする方針であることを聞き、安心しているとともに大変感謝している。
ベトナムはまだまだ貧しい国であるため、円借款を有効に活用することが肝要である。その効果的な活用
方法を模索しているところである。プロジェクト実施中に幾多の困難があったが、その都度、日本側専門家
チームの支援により乗り越えてきたことに心より感謝している。 

 【確認事項】・官団員到着時の表敬（9 月 12 日 09:30～10:30） 

・9 月 15 日（木）の MM 署名に関し MOET と時間等の調整を責任持って行う。 

【収集資料】追ってメール添付にて質問票の回答を戴いた。 

日時 9 月 5 日（月） 
10:30～12:00 

訪問機関 プロジェクト日本人専門家チー
ム 

主な目的 課題の検討 

場所 HUST 面談相手 チーフアドバイザー：郷端 清人 
プログラムマネジャー：種田 博 
業務調整：勝又 美穂子 

内容  FIT（Faculty of Information Technology：情報技術学部）は、当初は教育研究機関としては劣悪な環境で
あった。そこに円借款 PJ、JICA 技プロが入り、HEDSPI というプログラムにより画期的な進展があった。円借
款の機材調達に遅れが見られるが、HUST 側は機材不足ながら日本人専門家の支援もあり、それなりに
成果が出ていることに、ある意味満足している。しかし、IT 大国を目指すベトナムにおいて HUST の現状で
は不十分であることに HUST 側がどの程度理解しているか疑問がある。 

 MOET に対して HUST は積極的に機材調達推進を要求し続けてきたが、MOET がブレーキをかけている。
その理由は、明確に提示されてはいないが、社会主義的観点から、HUST のみ、IT 分野のみに集中して
支援することに何かしら問題を抱えているのではないか。 

 日本側専門家チームとしては、現状では IT 大国を目指すレベルではなく国際競争力があるとは言い難
い。ここでホーチミンやダナン等の他大学にプロジェクトを拡張することは時期尚早である。集中して HUST
に対して機材・人材の向上を図り、最先端と言える状況になって初めて他大学への拡張が見込める。 

 単純に日本と比較することは乱暴かもしれないが、多くの大学の 1 校である立命館大学の例でも年間 30
億円の機材更新経費を使っている。IT は日進月歩の分野であるため、円借款を小出しにしてゆっくりと活
動するのではなく、スピーティーに対応しなければならない。 

 現場の C/P、特に日本での研修を経験した C/P は、前述の IT 分野についての課題を十分に理解してお
り、先端機材を使った先端技術開発の重要性に危機感を感じている。これらの対応できない HUST の状
況は、これら C/P のモチベーションを維持することに否定的に作用している。 

 MOET の姿勢・方針について、調査団として確認することとした。先ずは 9 月 6 日午後の MOET との協議
において、相手側のプライドを傷つけないよう配慮しながら、この点についての議論を行うこととした。 

【収集資料】なし 

日時 9 月 6 日（火） 
10:00～11:00 

訪問機関 PIU 主な目的 PJ 進捗確認、課題
の検討 

場所 HUST 面談相手 SoICT スクール長：Prof. Dr. Huynh Quyet Thang 

SoICT 副スクール長：Dr.Pham Huy HOANG 

SoICT 副スクール長：Dr.Nguyen Kim KHANH 
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内容  本件プロジェクトには IT 教育と IT 日本語教育の 2 つの大きな柱がある。このうち IT 教育については順調に
プロジェクト目標達成に向かっているが、IT 日本語教育については、現状の日本人日本語講師による支援
がなくなった場合の、教育の質を確保することに問題がある。現在 10 名のベトナム人日本語講師がいる
が、まだ質的に十分ではなく、日本への短期留学も延期となっている（今夏に 2 名を予定していたが承認
待ち）。他大学（Foreign Trade University）には優秀なベトナム人日本語講師がいるが、IT 関連となると支
援に限界がある。現在の HUST には日本で博士取得（日本滞在 5 年と 8 年）した 2 名の教官がいるので、
専門分野以外に日本語教育についての配置も検討中である。 

 機材については、円借款機材の調達に遅れがあったとは言え、日本人専門家チームの努力もあり、大き
な問題はなく進んでいる。学部レベルの教育訓練の観点からは不十分ながらも何とかなっている。しかし
既に 4～5 年経過しているため、更新の時期にあると言える。JCC で議論したように、円借款の活用は十
分に経済性を考慮して進めるべきであり、CALL（Computer Added Language Learning）ｼｽﾃﾑのように日
本側とも合意して調達を見送った例もある。年内に円借款の F/S の見直しを行う予定であり、複雑な見直
しとなる見込みであるため、引き続き JICA 専門家チームによる支援が必要である。大学院教育、研究活
動に必要な機材が整備されているとは言い難い。 

 Bridge IT エンジニアについて、大学側として能力的には十分に自信を持てる人材を輩出していると考えて
いる。JICA 専門家チームの協力で教育訓練内容も高いレベルを維持していると確信している。将来性に
ついては、日本次第、であるところは弱点。しかし日本語能力を持つ IT エンジニアが日本の IT 産業に大き
く貢献できることは明白であり、今後、日本の産業界に対して、更なる PR の必要性を感ずる。PJ でも既に
PR 活動を実施しているものの、更に加速しなければならない。 

 【確認事項】本日全員が質問票の回答を提出するので、明日 10:00 からその回答を基に議論することと
なる。 

【収集資料】追って質問票の回答を送付 

日時 9 月 6 日（火） 
17:00～18:30 

訪問機関 MOET 

 

主な目的 PJ の成果、課題の確
認 

場所 HUST 面談相手 Nguyen Van HUU 

内容  MOET 側から 2007 年から本件 PJ に関係しており、正式には昨年から PMU のメンバーになった。 

 本件 PJ は円借款を含めると大規模 PJ である。他にも大規模 PJ はあるものの、本件は HUST 一校に対
する IT 分野のみという狭い範囲に対する大規模 PJ である。したがって他案件との公平性という観点から
経費支出に歯止めがかかるようなこともあった。小さなトラブルはあったものの、良好な進捗を見せており、
日本の支援に心から感謝している。本件 PJ から輩出された学部卒者、博士修了者の質、人数ともに高く
評価されている。 

 円借款は一部しか利用していない。残額の利用について検討すべきである。MOET、HUST で現在検討し
ていることは、①支援対象の幅を広げ、他の技術系も対象とする。②海外研修（留学）を日本以外の国へ
の渡航を検討する、ことである。 

 ダナンに越韓 IT 教育専門学校整備が、韓国の支援（700～800 万ドル規模）で進んでいる。これは越韓
の象徴的な協力となるもので、同様に HUST 内に SoICT を発展させ、HUST 専門学校（名称未定）を建設
したい。現在は教室も事務所も物理的にバラバラに位置しており、非効率であるため、全てを集約して専
門学校としたい。この案については PMU のメンバーとして提案したいと考えており、HUST も賛成すると考え
ている（筆者注：横で SoICT スクール長：Prof. Dr. Huynh Quyet Thang は首を縦に振っていた）。この専門
学校を日越協力の象徴とするために、授業は全て日本語で実施することを目指す。また日越の教官・学
生の交流も深めたい。 

 【大前】この専門学校計画に円借款の残額を充てるつもりか。 

 5 月の JCC で議論した、他大学への支援の拡張案も含めて、JICA と議論したい。韓国の例の規模までは
必要でないと予想している。 

 【大前】調査を進めてきて、日本側とベ側では目標値が異なるような気がする。日本側は IT 分野において
国際競争力のある日本語堪能な IT エンジニアを養成することのできる機関とすることと理解していると思
われるが、べ側の率直な目標は何なのか。 

 学部の教育訓練と並行して、研究活動を活発化し、大学院も充実させたい。学部を含む全体の底上げは
教官の研究活動を進めることにより達成される。学部の教育訓練レベルでは現状の機材で何とか対応可
能と考える。今後は研究活動を進めるための機材整備を考えたい。またその研究活動を効率的に実施す
るために専門学校案がある。 

 【大前】PMU に日本側、例えば PJ チーフアドバイザーがメンバーとして参画し、上流での議論に加わること
はできないのか。 
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 PMUは本件のみに設置されるものではなく、ODA プロジェクト実施の際に、現場のPIUの上位に設置される
ことが法律で規定されており、その構成メンバーについても規定がある。したがって法改正なしには外国人
がメンバーとして参画することはできない。 

 至急、円借款の残額の活用について日本側と議論したいと考えている。 

【収集資料】なし 

日時 9 月 7 日（水） 
10:00～11:30 

訪問機関 HUST 主な目的 質問票回答内容確
認 

場所 HUST 面談相手 SoICT 副スクール長：Dr.Pham Huy HOANG 

内容  【質問票（６）の回答に、日本側が F/S を尊重していないとの回答をしたことについて】 

 そもそも本件 PJ は共通の F/S 文書を基にしていない。日本側は双方合意している F/S 文書を基にして
いるが、ベトナム側は、英文の当該 F/S 文書をベトナム語に翻訳し、それをベースにして MOET、MOF（財
務省）、MPI（計画投資省）の三省で協議して、内容を修正したものを基にしている。両者の相違点の主な
ものは、 

①プロジェクトマネジメント業務のコンサルタントの役務費を低価に設定 
②日本語教師の手当てを低価に設定 
③大学院充実を含む研究活動を内容に含む。 

 技プロは、F/S ではなく、M/M と R/D を基に進められている。これらの文書には大学院教育や研究につい
ては触れられておらず、学部教育関係のみである。円借款機材の中で、パッケージ 6 の研究室機材類の
調達については、日本人チームに、研究の方向性を示してもらってから、それらの研究に必要な機材の調
達をすることを想定しており、機材を先行することは無駄である。本件プロジェクトに研究項目は活動に入
っておらず、専門家の TOR にも入っていない。したがって現在ベトナム側で研究テーマを検討中であり、そ
れをもって専門家チームと議論して機材調達に繋げたい。 

 【日本人チームコメント（インタビュー後）】研究についてはTOR には含まれてはいないが、かなりのレベルで
アイデアを提案している。基本的に研究テーマは本人が決めるべきであるところであるが、業務が進まな
いため、かなり相当踏み込んで指導はしている。ベトナム側はテーマも方法論も設定してくれることを望ん
でいるかもしれないが、これは研究者としての姿勢ではない。HUST 側は昨年 5 月に研究ラボ構想につい
て、また本年3 月に 25 件のテーマを設定して方向性について示してきたが、取り纏めに時間を要している
ようで、未だ進展はない。 

【収集資料】なし 

日時 9 月 7 日（水） 
14:00～15:00 

訪問機関 HUST 主な目的 学生の満足度調査 

場所 HUST 面談相手 日本に留学予定の 2 年生 5 名 

内容  IT と日本語を並行して学ぶことの利点は大きい。このような教育を受けられる大学は他になく、施設・機材
も他に例を見ない。カリキュラムも基礎から順を追って理解しやすいように配列されている。近代的な教育
環境に大変満足している。 

 日本語教育については、他大学でも日本語を学べるが、知人からの情報比較でも、HEDSPI のレベルは高
いと思われる。 

 将来は日本語を生かした IT 関連の仕事に就きたいと思っている。日本で日本企業に、ベトナムで日本企
業に、日系企業に、合弁会社にと、将来の幅は広い（留学組には帰国後一定期間はベトナムの政府機関
での就労が義務付けられているが、その点には触れなかった）。研究者となり IT 技術開発で日ベ共同活
動に貢献したいというコメントもあった。 

 日本の優秀な学生の中に入ることを想定し、本学内でもっと専門的な授業を多くして欲しいと考える。実
習や演習などの実践的な授業を増やしてほしい（これに対しては、2 年生までは一般教養期間であり、む
しろ日本の大学よりも進んでいるかもしれない。心配しないで頑張るよう、当方よりコメント）。 

 JICA 支援に対しては、大変感謝している。要望としては、日系企業への就職活動に更なる支援が欲し
い、留学枠を増やして欲しい、留学先を日本のみでなく他の国にも行けるようにして欲しい、などコメントあ
り。 

【収集資料】なし 

日時 9 月 7 日（水） 
15:00～15:45 

訪問機関 HUST 主な目的 日本語教育の現状、
課題の確認 
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場所 HUST 面談相手 日本語教師主任：本多 倫子 

HUST 日本語教師（正職員）：Tham Thuy HONG 

HEDSPI 日本語職員（契約）：Tran Thanh NGA 

内容  HEDSPI 一期生の就職状況を見ても、本件プログラムへの期待度は高い。個人的な関係者から就職につ
いての照会が多くあるが、卒業生を紹介する余裕はない。業界の期待に応えきれない嬉しい悲鳴の状態
である。 

 これらの事実からしてHEDSPIプログラムが、他の大学の教育システムを大きくリードしていることは明らかで
ある。 

 ベトナムは IT 技術発展に力を注いでおり、そのパートナーとしての日本は重要である。したがって、HEDSPI
プログラムはタイムリーな活動である。 

 日本語教師の待遇面では問題あり。現在 12 名のベトナム人教員のうち、3 名しか HUST の正職員になっ
ていない。残りは HEDSPI プログラムに雇用されており、期間雇用である。将来が見えないために転職した
教員もいる。また雇用条件がいきなり変更されることがある。契約を尊重しない傾向があり、大変不安であ
る。ベトナムでは日本語能力の高い人材は民間では待遇の良い就労条件であり、HUST における日本語
教育の質を維持するためには、待遇改善の必要がある。 

【収集資料】なし 

日時 9 月 8 日（木） 
08:00～09:00 

訪問機関 VITEC（Vietnam Training and 
Examination Center） 

主な目的 FE 試験等の現状確
認 

場所 VITEC 面談相手 所長：Dr.Do Van BINH 

内容  HEDSPI とはプロジェクト開始当初から協力関係にある。ベトナムの IT 産業にとって期待度の高いプロジェク
トであり、互いに情報提供・協働作業を繰り返している。 

 ベトナム政府は経済発展のために IT 産業振興に力を入れており、特に人材育成を優先的に進める方針
である。IT 大国化を進める方針を着実に進めている。2020 年までに IT 技術者 20 万人体制を築くため、
年間 20 万人を育成する計画である。国際競争力をつけるためには人数だけではなく、その質も問われる
ところ、現在日本の標準を取り入れていることは高い評価を得ている。プログラムのカリキュラムなどは申し
分ないとの評価である。 

 ITEE（IT Engineer Examination）の試験結果では、全体平均は 10～15％の合格率であるが、HEDSPI の
学生の平均は 30～40％を維持しており、その教育レベルの高さを証明している。 

 HUSTはベトナムにおける工科系の最高峰の大学であり、教官・学生ともにベトナムを代表する人材の集合
体である。今回の JICA プロジェクトによる技術移転は順調に進んでいると聞いており、プロジェクト終了後も
自立的に IT 技術発展に寄与できると考える。しかし最先端技術を維持するためには協力関係は不可欠
で、例えば日本の大学との学術交流などにより継続的な協力が必要であると思われる。 

【収集資料】追って関連試験統計データを入手予定。 

日時 9 月 8 日（木） 
14:00～15:00 

訪問機関 ベトナム日本人財協力センタ
ー（VJCC） 

主な目的 HEDSPI への支援状
況確認 

場所 VJCC 面談相手 チーフアドバイザー：藤井 孝男 

コーディネーター：木村 健太 

内容  ベトナムでの高等教育は詰め込み式が一般的であり、HUST も例外ではなかったが、本件プロジェクトで演
習・実習と座学のバランスの良い講義が進められていると聞いている。従来ベトナムの学生は、この詰め込
み式のために知識はむしろ日本人学生より豊富ではあるが、応用力に欠けるとの評価であった。 

 VJCC では HUST に限定せずに日系企業へのベトナム人学生の就職活動支援を行っている。ジョブフェア
ーでは日系企業がブースを設営し、HUST の学生も多数来場している。日系企業への就職を希望してい
る学生リストを日本商工会にも流している。VJCC は例外的に日本商工会のメンバーにもなっている。 

 ベトナム人と日系企業との架け橋役はオールジャパンとして取り組む必要があり、連携が必要である。既に
JICA プロジェクトとは協調関係にあるため、今後調整すべきかと思われる。現在 VJCC ではベトナム側との
役割分担を進めており、将来的な JICA からの離陸に向け自立化への活動を行っている。したがって全面
的に無償での協力ということは無理かもしれないが、検討の価値はあると思われる。 

 基本的にベトナムの学生の多くは日系企業での就職を希望しているが、日系企業からの情報不足で、自
分の将来設計がしにくいと思われる。頑張れば、どのような将来が期待できるのかが見えないのが、日系
企業に二の足を踏む理由の一つであろう。 
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 今後ベトナムでは R/D 分野での日ベ協調が進むと考える。既にパナソニックと HUST で始まっている。 

 円高の進行により日本企業のベトナムへの投資は増えている。もちろん円高による影響で撤退した企業も
いるが、増資が増えていることが注目に値する。当地での活動が順調に進んでいる企業が多いことを証明
するものである。 

【収集資料】ベトナム日本人材協力センター、パンフレット 

        ベトナム日本人材協力センター（VJCC）活動概要 

日本センターパンフレット 

日時 9 月 9 日（金） 
09:00～10:00 

訪問機関 ベトナム日本商工会（JVAV） 主な目的 日系企業の期待の
確認 

場所 JVAV 面談相手 会長：首藤 典昭（双日ベトナム会社 副社長） 

事務局長：小倉 政則 

内容  HEDSPI プログラムは、ベトナムにおける日系企業の需要に合った協力を実施しており、企業間の評価は大
変高い。ベトナムにおける日本企業から人気のある大学は、IT 関連に限定なしでは一位から順に、ハノイ
貿易大学、ハノイ国家大学、ハノイ大学（旧外国語大学）、ハノイ工科大学の順であったが、昨今の動きか
ら工科大学の人気が高まってきている。この理由は日本語能力ある IT 技術者輩出であることは言うまでも
ない。 

 商社、銀行系は日本語よりも英語を重視するが、メーカーは日本語能力を重視する。英語能力の高い人
材を日系企業が雇用しても、欧米企業に引き抜かれていくが、日本語能力の高い人材はその傾向にな
い。正に焦点を絞った所に技術協力を実施していると言える。 

 日系企業コンソーシアムによるHUSTと日系企業との接点は大変有効に機能している。この機能が失われ
ることのないよう配慮戴きたい。JICA プロジェクト終了後も何かしらの形で接点がないことには、言い過ぎか
もしれないが、ODA 投入意義が問われる。 

 HEDSPI プログラム一期生がようやく輩出されたところでプロジェクト終了ではフォローができないのではない
か。何らかの形でフォローアップの必要性を感ずる。 

 現在 JICA プロジェクト専門家のご努力で日本的な丁寧な対応をコンソーシアムなどを通じて戴いている
が、この丁寧さがなくなったとしても、ベトナム流であれ、求人に対してリスクなく希望者の評価ができる体
制を維持して戴きたい。 

 HUST 側のインセンティブを高めるために、寄付講座なども検討の価値があるかもしれない。 

【収集資料】なし 

日時 9 月 12 日（月） 
9:30～11:00 

訪問機関 HUST  主な目的 表敬訪問 

場所 HUST 面談相手 Luong 副学長 

内容  評価についての説明、スケジュールの確認を JICA から説明し、借款との連携、ラボ整備、カリキュラムメン
テ、就職支援などについて注目していることを伝える。 

 Luong 副学長からのコメントは以下のとおり。 

 円借款ディスバースについては、執行率が低いが、計画時と調達時の同性能商品の価格差など外的要
因、市場要因などもあった。E-learning 分は不必要という共通認識があるはず。Teleconference の 3 年ご
との更新という計画も、ベトナムの実情に合っていない。当プロジェクトは少ない投資で大きな成果が出た
と認識。 

 研究設備については、具体的な機材調達の前に研究方法を決める必要があるが、まだはっきり決まって
いない。なかなか決められていないのは MOET とも共通認識として持っている。 

 カリキュラムについては、見直しは大事で 1 年ごとに実施するという計画どおり見直しをしていきたい。 

 就職支援については、就職時の支援のみならず、卒業後の進路調査なども必要であろう。 

 プロジェクトのインパクトとしては、このカリキュラムを英語化し、学内で展開するなどができている。プロジェ
クト終了後も維持・発展させていきたい。 

 IT＋日本語の成果ということで、成果・効果を他大学にも拡大したい。 

 自立発展性としては、修士・博士号に発展させることで、ラボの有効活用などに貢献する。 

 JICA の支援を通じて日本の大学とも協力関係ができあがった。越⇔仏でも始めている。 

【収集資料】 
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日時 9 月 12 日（月） 
14:00～15:00 

訪問機関 JETRO 主な目的 ITSS への支援、就職
支援 

場所 JETRO 面談相手 Director 小林 恵介 

内容  ①就職支援について 

 現在、プロジェクトチームが日系企業との窓口になっていただいており、非常に助かっている。支援もきめ
細かいものであるが、プロジェクト終了後にはやや不安を持っている。 

 日系企業は日本語×IT 人材というと HUST をまず考えるようになってきている。 

 HUST の学生は（いい面も悪い面もあるが）新卒給与の相場が高いという印象。 

 毎月 IT 企業の懇親会を小林氏が実施しており、そこにプロジェクトチームも入っている。 

 JETRO として就職支援は現在はしていないが、プロジェクト終了後に必要があればできることはしたいが体
制も限られており、同じレベルではできない。 

 ②ITSS について 

 2007-2009 に VINASA に専門家を派遣し、ITSS 支援を行った。 

 現在では VITEC と IPA で直接運営してもらっている。 

 ③ベトナム IT 事情について 

 日本企業も当初はオフショア中心でやっていたが、ベトナム国内をターゲットとして見始めている（実績は
まだ多くないと思われるが）。 

 FPT,CMC などの国内最大手も FPT が 6 割、CMC が 2 割日本向けと、対日本の IT 市場は大きい。 

【収集資料】 

日時 9 月 12 日（月） 
15:30～17:00 

訪問機関 プロジェクトチーム 主な目的 意見交換 

場所 HUST 面談相手 郷端チーフアドバイザ、勝又業務調整員 

内容  奨学金制度を HUST が立ち上げる予定で、企業コンソーシアムも集めて設立宣言を行う予定。当制度は
HUST が自主的に運営していく予定。 

 （調査団から）そのタイミングで VJCC や JETRO も呼んで、プロジェクト終了後の就職支援について協議し
てはどうか。基本は HUST にてできる形で続けるのがいいので、日本人関係者だけでなく、HUST も巻き込
んで今後の運営を協議してほしい。 

 研究支援については、実業界からのニーズがついてきているか微妙。ベトナム国内での R&D レベルとして
は、日系だとパナソニック、三谷産業などは R&D を国内で行っている。 

 国内の大学院としては、HEDSPI はないが、SoICT には修士、博士号の学生がいるが、研究室のシステムと
してはワークしていない。なぜなら大学教授が低給与のため、副業をしている人も多く、日本のような一日
中研究できる形にはなっていないと思われる。 

 プロジェクト終了後に、機材調達などのアドバイスをほしいと連絡が来ることが危惧される。（ボランティアレ
ベルで対応することにならないかと・・） 

 研究支援円借款コンサルタントとしての立命館大学の参加可能性については、現在無償で支援をしてい
るだけに、わざわざ有償のコンサルタントとして立命館と契約するとは思えない。 

 （調査団から）教授の給与や研究テーマの選定、機材調達、カリキュラムなど不確定要素が多すぎるの
で、仮にフェーズ３をやるのであれば、すぐ学生を入学させる前に 1 年ほど準備期間を作って上記の体制
整備をするのが妥当ではないだろうか。 

【収集資料】 

日時 9 月 14 日（水） 
8:30～10:00 

訪問機関 MOET 主な目的 表敬訪問 

場所 MOET 面談相手 Ga 副大臣、他 6 名 

内容  （調査団より）評価の結果は良好である。プロジェクトの終了・延長・今後の展開などについて意見があれば
聞かせてほしい。 

 本プロジェクトの評価は高く、立命館・慶応とも友好な関係を築くことができた。今後もこの関係（日⇔越、
大学⇔大学）を発展させていきたい。 
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 円借款については、一つの大学の IT 学部という縛りの中で実施するには額が大きすぎる。また、SoICT だ
けが裨益者というのも少なすぎる。他の大学が対象になっていないのはそもそもデザインに誤解があったの
では。06年のサイン時には他大学も含むIT教育として書いてあったとこちらは認識。09年にも変更を強調
した。今後の話にはこれらの議論（裨益範囲など）は欠かせない。 

 円借款の促進が遅れていることは認識しており、MOET からの要望としては、以下の 3 点に集約し、JICA
に提出している。 

 １．大学院教育への支援 

 ２．科学研究への支援 

 ３．他大学（全国１８８）への展開についての支援 

 Ph2 の自立発展性という観点からも、Ph3 として、せっかく育てた学生を修士・博士として残すような支援
を期待している。 

 日本語とITに特化した学校を作ることで日越友好のシンボルにするのはどうか。韓国は同様の施設をダナ
ンに作っている。 

 機材調達について、IT は陳腐化が早く、スピーディーに使えるシステムがより望ましい。 

 機材は陳腐化するが、教育の知識・経験・カリキュラムは陳腐化しにくいので、2020 年までに IT 大国を目
指す MOET として、引き続き JICA にサポートをお願いしたい。 

【収集資料】 
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付属資料⑥：収集資料リスト 

No. タイトル 情報源 

１ Survey of IT Market and Japanese Language used in IT 

Companies in Vietnam 

プロジェクトチーム 

２ ITSS Seminar 2010 ブックレット 同上 

３ The Needs and National Planning of Human Resource 

Seminar アジェンダ他 

同上 

４ ベトナム日本人材協力センターパンフレット VJCC 

５ ベトナム日本人材協力センター（VJCC）活動概要 VJCC 

６ 日本センターパンフレット VJCC 

７ 東芝ソフトウェア開発ベトナム社パンフレット 東芝ソフトウェア開発 

 【以上ハードコピー】  

８ 授業評価アンケート結果 プロジェクトチーム 

９ インテンシブコース授業評価アンケート結果 同上 

１０ FE 試験結果 同上 

１１ 学生感想文 同上 

１２ PMU 設立決定文書 同上 

１３ PMU 実施体制 同上 

１４ 企業コンソーシアム参加企業リスト 同上 

１５ 面談記録 調査団 

 【以上電子データ】  
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